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序章課題と分析方法

第 1節 研究の背景

1 .担い手として期待される農企業経営と後継者育成の重要性

現在，世界経済のグローパル化とともに農業経営を取り巻く環境は大きく変化しつつあ

る。中国の農業経営の置かれた環境と言えば，例えば，圏内では信頼できる農産物を求め

る消費者意識の高まり，国際的に見れば WTOの加盟によって求められる農業の国際競争

力など，さまざまな面で大きな変化を続けている。こうした状況の中，小規模である「零

細分散j の家族経営は競争力に劣ることが指摘され，一定の生産規模と独自な販売ルート

を確保し，これまでの小規模家族経営とは異なる農産物の生産・加工・販売，更に観光農

固まで取り組む企業的な農業経営が必要とされつつある。

中国の農業生産を担っている担い手は時代とともに農業改革を通じて変化していた。

1978年以前の計画経済時代では農業生産は「人民公社Jによって集団経営され，分配の悪

平等や硬直的な指令計画による非効率経営の問題が顕在化していた。これを克服するため，

1978年に農業改革が行われ，市場経済原理を斬次導入し，農業経営は「農家生産請負制j

のもとに家族単位で営まれるようになった。農家は労働者であることに加えて経営者であ

ることで高いモチベ}ションを持ち，当時は生産力を著しく向上させた。しかし，人口増

加圧力が強い中国では耕地資源が稀少であり， i農家生産請負制Jで形成された小規模で「零

細分散」な家族単位の経営は変化している農業環境の中で競争力が劣ってきていた。そし

て国際的に一定の地位を確保した中国では農業の競争力を強めることが政府の主な政策課

題として推進され， 1990年代始めから農業経営の企業化が強調された。

八木[21Jの指摘によれば，こうした農企業の経営特質は事業規模と事業領域の拡大を積

極的に進めること，土地・労働・資本などの経営資源を積極的に外部から調達し，有効に

活用すること，経営目的にむけて経営戦略を立てていること，消費者ニーズに対応し，マ

ーケティングをベースに置くこと，社会化され，社会的責任を持っていること，経営者の

役割が最も経営の核になっていること，といったように整理ができる。

周知の通り，近年の中国は経済の急成長を遂げている。そのようなマクロ環境に置かれ

た中国の農企業は経営の成長を実現するものとして期待されているが，必ずしも継続的な
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成長が得られず，創業経営者の実力で経営成長を維持してきたとしても，経営者の代替わ

りによって後退することはよくみかける。こうした農企業において「経営者の役割が最も

経営の核になっているJと八木が指摘したように，経営者能力は経営発展を左右する大き

な要因である。企業化が強調され始めて約 20数年が経過した中国の農企業では，一部の経

営は創業経営者の交代に直面しており，創業経営者の交代によって経営の継続t性と更なる

発展が間われるようになった。安田 [22Jによれば， r後継者継承は第二創業」であり，代替

わりすれば成功というのではなく，継承後のパフオ}マンスが間われる。つまり，新しい

経営者を成功裡に世に出せるかどうかという後継者育成問題が中国農企業の今後重要な問

題の一つである。

2.後継者育成に対する経営者の意識

一方，中国の農企業が世代交代を迎えつつある中，これら農企業の後継者育成は現在の

経営者の意思によるところが大きい。後継者育成に対して，現在の経営者はどのような意

識を持ち，どの程度に積極性を持っているのかについて確認する。 2010 年 3 月 ~6 月に中

国吉林省の農企業を対象として行った「農業経営者アンケート調査」により，以下のよう

な特徴を挙げることができる。経営者が重視した経営管理について図序-1-1で示す。

経営管理のうち， rマーケティング管理jが 79.3%を占め最も重視しているものの， r人材

育成・後継者育成管理Jも67.2%を占め，多くの経営者が重視している。そして，経営者

の後継者育成への取り組み(図序-1ー 2) を見ると，約 8割が「積極的に行っているj

(r非常に積極的に行っているJ36，2%+ r積極的に行っているJ43.1%) と答えている。

これらの結果より，中国農企業の経営者が後継者育成に対する高い認識を持っていること

が伺えよう。

2 



(単位:%) 

100.0 

80.0 

60.0 

40.0 

20.0 

0.0 

図序ー 1-1

生 後 人 マ 財 -中国農企業

産 継 材 管務 (n=58) 
管 者古円 管 ケ 理会
理 円成 理 ア 計

成 イ

ン
グ

中国農企業が重視する経営管理

調
達
管
理

目
標
設
定

戦
略
計
画

出所 :2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した f農業経営者アンケート調査」の 58 サンブP}レによる。

(単位:%) 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

非 積 主F主Z 行 必 わ
常 極 通 わ 要 か

的 な な ら
積 し、 し な
極 し、

B中国農企業

(n =58) 

図序ー 1-2 中国農企業の後継者育成に対する経営者の意識

出所:図序-1-1に同じ。

3 



他方，農業経営の経営継承・後継者育成問題が顕在化しているのは，中国だけではなく，

日本も同様である。 1998年の日本農業経営学会のシンポジウムでは「農業経営展開におけ

る経営継承の条件と課題」をメインテーマとして「経営継承・後継者育成Jを本格的に議

論した。主に「継承システムJr継承プロセス」の 2側面をめぐって議論し，後継者育成問

題を「継承プロセス」の一環をなす後継者養成の問題として捉えた。日本は中国に先んじ

て後継者育成問題を捉えており，両者を比較することは重要な意義を持つ。

本論文の意図は2つあり， 1つは中国の農企業の特徴と後継者育成の取り組み程度を明

らかにするうえで経営展開の中に後継者に求める経営能力の高度化を解明することである。

もう 1つは日本の法人経営との比較から中国農企業の経営者能力と後継者育成との関係の

特徴を明らかにする。そして，両者から中国の農企業において後継者育成システムを考え

る上での知見を示す。

第2節 農業経営における後継者育成に関連する先行研究の動向

本論文と関連する先行研究の成果と課題を①中国の農業経営の企業化に関する研究，②

農業経営における経営継承・後継者育成に関する研究，③後継者育成と関連する経営者能

力に関する研究，の 3つの側面から整理する。また，これらの考察をもとに，本研究にお

ける研究課題を提示することとする。

1 .中国の農業経営の企業化に関する研究

かつては，中国の農業経営は人民公社による集団経営で、あった。そこでは，農業生産の

低迷と効率性の低下が起こり人々の生活を苦しめた。 1978年の農業改革で，家族経営請負

制を実施し始め，人民公社を解体させ，個別農家を基本的な経営単位とした小規模な家族

経営が確立され，農業生産性と農家収入が向上した。しかし，近年になって，産業のグロ

ーパノレ化とともに，農業と農業関連産業の国際競争が激しくなり，小規模である農家レベ

ルの経営の競争性が劣っているとされた。そこで，農業競争力を向上させるため，中国政

府は 1990年代から農産物の生産・加工・販売の一体化という農業生産方式の産業化を導入

し始めた。農業産業化の経営方式は主に「市場+農企業(龍頭企業) +農家」という形に

集約でき，その中には農企業(龍頭企業)が農家と市場の中聞に介在し，農家を市場に導
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き，農業増収に務める役割を担っている。

農業産業化(企業化)に注目した研究として楊[25Jと張[18Jの研究成果は代表的なもの

である。

まず，楊[25Jは，中国東部沿海地域の大都市である上海市を実証研究の対象として，中

国における農業構造改革の進展と農業産業化の展開及び農業産業化龍頭企業の形成と展開

の状況を検討した。楊はまず，中国における農業構造改革の進展と農業産業化の展開に対

してその変遷経路を整理しながら，中国の三農問題を根本的に解決する方法として農家と

市場を結び付ける「龍頭企業」と称される農企業の育成がカギとなり，政府もその育成に

力を注いていることを指摘した。次に，上海市における農産物の生産・流通システムの再

編と農業産業化の特徴を振り返りながら，上海市における龍頭企業の実態と役割を分析し

た。そして，農業産業化の中核的担い手である龍頭企業の育成に際して，①龍頭企業と農

家の連携関係をより強固なものにする必要がある，②龍頭企業聞の連携をより緊密に図る

必要がある，③龍頭企業と国内市場との結合関係をより一層強めていく必要がある，とい

う3点を指摘した。

また，張[18Jは，内蒙古自治区赤峰市を事例として中国龍頭企業の産業化戦略と農村経

済の活性化について論じた。張は主に 2つの側面から分析を行った。 1つは内蒙古自治区

の代表的な龍頭企業である「草原興発集団」の発展過程と産業化戦略に対して考察し， r草

原興発集団Jが内蒙古自治区で最大の食肉と健康食品の生産・加工・販売・輸出の企業に

成長したことを同集団における生産・加工・販売の一体化という産業化戦略によるものと

した。 2つは「草原興発集団Jの産業化戦略による赤峰市A村の農村経済が活性化したこ

とを， A村の経済内容の変化と農家収入の安定化などの面から分析した。そして「草原興

発集団」のような龍頭企業が農村に進出することによって，農家と市場と結びつけ，農家

の経営状況の改善及び経営規模の拡大に大きな役割を果たしていると指摘した。

一方，経営継承・後継者育成の研究に関しては，中国と比べ日本でははるかに深い研究

蓄積が存在しており，以下では日本の農業経営における経営継承・後継者育成に関連する

研究成果をサーベイする。

2. 農業経営における経堂継承・後継者育成に関する研究

農業経営における経営継承・後継者育成に関する研究は，家族経営の経営継承・後継者
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育成に注目した梅本[2]や山本 [24]，斎藤[10]など，法人経営の経営継承・後継者育成に

注目した迫田 [11][12] [13]，また，アンケート調査から後継者の就業行動に注目した角田

[15]などが挙げられる。

梅本[2]は，経営者育成の重要性と経営継承に関する農業の特殊性及び経営継承と経営

継承問題を整理した上で，家族経営における経営継承プロセスと継承問題の発生を分析し

た。経営継承を経営主ー後継者の関係変化のプロセスとして捉え，その内実を経営者の世

代交替に伴って実施される経営者としての職能を中心とした経営資源の受け渡しとして理

解していた。また，経営の継承は経営者が責任を持って実施すべき行為であるとし，それ

らは後継者を確保し，経営者として必要な能力，ノウハウを伝え，資産を移譲し，自らが

引退していく一連のフ。ロセスとして実施すべきと指摘した。

山本[24]は，経営継承問題を経営者から見た管理問題として捉えて，家族経営において

後継者が就農した後の経営継承過程，特に経営者としての能力養成や円滑な権限の移譲の

在り方を論じた。後継者に対して事業を円滑に受け継がせていくために経営者に求められ

ることとして，作業や管理の特性を踏まえた適切な分担関係を後継者の能力の形成段階に

応じて変化させる仕組みを構築することが重要であると指摘した。

斎藤[10]は家族経営内における経営者である父親の役割に着目して， OJTとOFFJTによ

って後継者で、ある息子を農業人に導いていったことを分析した。経営の主宰者である父親

の思考・行動は，後継者の育成・定着に大きな影響力を持ち，父親の明確な経営目標に基

づく後継者育成が，あととりではなく農業経営者として成長させるための第一の条件とな

ることを指摘した。

迫田 [11]は，北陸地域の 2法人を対象とした先進的稲作法人にみられる多角的な事業展

開と組織としての人材確保・育成にみられる経営的な相互連関に注目し，その現状と課題

を検討した。そして経営継承に取り組む法人における人材確保・育成面の特徴として「経

営の社会性意識jや「キャリアパスJの重視を指摘する一方，対象2法人でいかなる継承

ブpロセスが実施され，最終的にどのようなシステムに落ち着くかを注目する必要があると

した。

迫田 [13]は株式会社六星を事例に「非農家型継承」特有の継承過程を詳細に分析し，同

経営における多角的な事業展開，従業員の確保・育成，経営継承の 3者は密接な関係があ

ると指摘し，経営継承の評価は同社が事後的に取る経営行動によることを示した。

角田 [15]は，家族経営において農業後継者の離職就農行動に注目して，彼らが農業を職
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業として選択して主体的に就農していくための条件を論じた。「離職就農jは，農外の雇用

条件やライフサイクルなどの要因によって引き起こされる。しかし，その中に， i農業の魅

力」を特に重視して就農したグループが存在することを示している。こうした離職就農者

にとって有効な就農条件として，民主的な家族協業関係の成立，就業労働条件の整備及び

就農後の成長プロセスを重視することが重要であるとしている。

3. 後継者育成と関連する経営者能力に関する研究

農業経営学における経営者能力の解明については理論構築や事例調査などを中心に

様々な視点から研究されているが，ここでは，経営者能力の具体的な分類に着目し，それ

と後継者育成と関連した研究成果を取り上げる。

木村[5]は，意欲的な農業経営者の経営者能力を「高い目標・野心Ji予測力Ji計数感

覚Ji効率・合理思考Ji企業家精神Ji挑戦力Ji好奇心Ji情報収集力Ji対応・先取力」

「農業経営哲学・夢・希望j など 10の具体的な能力として整理した。

また，木村[6]はさらに農業経営の企業形態別経営者能力を 3つの区分として「企業者

能力Ji適応者能力Ji管理者能力」に分類するとともに，それぞれを 5つの具体的能力に

よって把握し，アンケート調査を通じて，農業経営者の経営者能力の現況を評価した。

楊ら [26]は経営者能力の評価指標と評価点数の把握方法を木村 [5]の 10の具体的な能

力をベースにして，農業経営者 141名にアンケート調査を実施し，後継者育成の積極性の

規定要因について分析し，研修項目，育成方法，育成上の課題といった育成内容が育成の

積極性によって異なることを明らかにしている。

以上，後継者育成に関連する先行研究の動向について，主に中国の農業経営の企業化に

関する研究，農業経営における経営継承・後継者育成に関する研究，後継者育成と関連す

る経営者能力に関する研究，の 3つの側面から考察した。そのほか，柳村[23]は農業経営

の継承問題のフレームワークを論じるにあたって，経営継承を経営主と後継者の関係変化

のプロセスとして捉え，経営継承の制度的枠組みを経営継承システム左して想定したとし

ている。そして，経営継承問題の分析枠組みの再編に関して，坪井[17]は労働市場の視点

から，農業のための人材輩出の拡大を「農業労働市場Ji経営内労働組織Ji本来の経営継

承Jの3領域に再編することを論じた。また，周[14]は江亦省衣墨集団に属している中小

型固有農企業の経営者を調査対象とし，中国における中小型固有農企業の経営者の適応能
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力を分析した。

4. 先行研究の課題

以上の先行研究の検討を踏まえ，日本の法人経営との比較も意識しながら中国の農企業

における後継者育成について，次の 3点を課題とする。

第1に，楊[25]と張[18]の研究成果は主に中国農業産業化龍頭企業の形成・状況や農業

産業化の経営方式とそれによる農村経済に与える影響について分析したが，農業生産の中

核を担おうとしている農企業の経営者能力について分析していない。経営交代期を迎えつ

つある中国の農企業は，継承後に経営的パフォーマンスを高め，新しい経営者を成功裡に

世に出すために，後継者育成の問題が重要な問題となることは必然である。

第2に，林[20]によれば，人材育成の要素が育成する者，教育情報とプログラム，育成

される者の 3つから構成され，育成する者と育成される者の聞に認知と信頼関係を築くう

えで育成者側が育成プロセスを通じて育成される者を育成すると指摘している。即ち，後

継者を人材育成の対象として育成しようという認識と活動は現在の経営者の意思によると

ころが大きく，経営者能力の違いにより後継者育成に対して取り組む活動は異なっている。

しかし，中国の農企業における後継者育成の重要性は高まりつつ，かっ現在の経営者の意

思によるところが大きい中で，どのようなレベルの能力を持っている経営者が後継者育成

に対して積極性があるのか，積極的に取り組もうとする農企業がどのような方法でどうい

った研修項目を重視するのか，また，どのような育成上での課題に直面しているのか，さ

らに継承後に経営的パフォーマンスが高まろうとするために，多角的な事業展開を図ると

ともに，どのように後継者を育成してどのタイミングで経営管理権利を移譲するのかは，

いずれも検討すべき課題である。

第 3に，上述のように農業経営の経営継承・後継者育成問題が顕在化しているのは，中

国だけではなく，日本も同様な問題を抱えているなか，梅本[2]や迫田 [13]等に代表され

るように日本においてすでに様々な視点から研究されている。しかし，同分野における両

国経営問で比較検討は見られなかった。そこで，日本の法人経営との比較を通じて，中国

の農企業の経営者能力と後継者育成との関係の特徴を明らかにし，中国の農企業において

後継者育成システムを考える上での知見を指摘できるように，当該分野の研究の国際化を

図ることが必要である。
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第3節 本論文の課題・方法・構成

1 .本論文の分析対象と調査概要

本研究の中国における調査対象は，農業生産の自然条件が恵まれかっ農業経営の企業化

が次々に展開されている中国東北部の中部に位置する吉林省の農企業とした。吉林省の吉

林市，延辺州，公主嶺市の 3つの地域の農企業に対して， 2010年3月""'-'6月に，日本で実

施した楊ら [26]と同様な「農業経営者アンケート調査」票を，地方農業大学の協力者及び

地方政府の農業部門担当者に依頼して訪問調査を実施した。調査票を回収できた 58のサン

フ。/レを分析対象とする。また，その中から企業活動開始から 10年間以上を経過し，その聞

に創業経営者交代があり，多角化が進んでいるという 3つの条件を満たすTF経営 TS経営

の2事例を具体的な例とする。

日本の分析デーは，楊ら [26]の 2009年 1月に実施した「農業経営者アンケート調査」

を用いる。その中には，日本の法人経営のデータは， 2007年に設立された農業経営者再教

育の組織である岩手アグリフロンティアスクールの第3期の受講生を対象として実施した

調査から，回収した 34のサンプルによるものである註1)。日本の一般経営のデータは，岩

手県と宮城県の認定農業者関係機構に依頼し，回収した 107のサンプルによるものである。

2.本論文の課題と分析方法

本論文では設定した中国の農企業の後継者育成の取り組み及び日本の法人経営との比

較という目的に接近するための具体的な課題として，次の 4つを設定する。

第1は，中国吉林省における農企業の特徴，経営者と後継者の属性及び経営交代の予定

年代，後継者育成の特徴，経営者能力と後継者育成との関係を明らかにすることである。

分析データについては，吉林省の農企業に対して実施した「農業経営者アンケート調査J

の58サンプノレを用い，その結果を分析する。この中で，吉林省の農企業の特徴について，

木村[5]による農業経営におけるインセンティプ対策，経営に責任者の置く場，及び経営

者能力に対する評価指標の内訳，という現代農業経営の成長理論を参考として把握する。

後継者育成の特徴については，「 I.研修項目Ji II.育成方法JiIII.育成上での課題Jと
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いう 3つの調査項目から得た結果を用いて明らかにする。さらに，統計検定の手法で経営

者能力と後継者育成との関係を明らかにする。

第2は，日本の法人経営との比較検討を行う前に，一般経営も含む日本の農業経営が後

継者育成に取り組む程度と育成実態を明らかにすることが必要であると考え，それを明ら

かにするのが第2の課題である。分析データは上述した日本の農業経営に対して実施した

「農業経営者アンケート調査Jの 141サンプノレを用いる。重回帰分析で後継者育成の積極

性を規定する要因を明らかにし，さらに後継者育成に影響する要因を組み合わせることに

よって調査経営を類型化し，類型ごとに後継者育成内容を検討する。

第3は，日本の法人経営との比較から中国の農企業の経営者能力と後継者育成との関係、

の特徴を明らかにし，中国の農企業の後継者育成システムを考えるための知見を得ること

である。分析データは，中国側のデータとして第 1の課題と同様に 58サンプノレを用い，比

較とする日本の法人経営のデータとして第2の課題の調査データから 34の法人経営サン

プルを取り上げる。分析方法として，まず，中国の農企業と日本の法人経営との聞で後継

者育成内容を比較して経営者能力と後継者育成との関係の特徴を明らかにする。そして，

経営者能力の高低別に後継者育成に違いが見られるかどうかを検討して経営者能力と後継

者育成との関係の特徴を明らかにする。

第4は，中国の農企業の経営展開に伴う後継者育成に対する取り組み，後継者能力の向

上とともに経営の継続的な展開と発展との関係を明らかにすることである。これについて，

吉林省の農企業2社の事例を取り上げ， 2社とも企業として活動している約 10年間の経営

展開と後継者育成の取り組みについて聞き取り調査を行った。この事例分析から，中国の

農企業経営における経営展開と後継者育成及び経営の更なる発展との関係を検証する。

3. 本論文の構成

本論文の構成は次のとおりである。

序章では，中国農業における担い手として期待される農企業経営及び後継者育成の重要

性を整理し，関連する既存研究を考察し，本研究の課題を提起し，論文全体に関わる課題

と方法について述べる。

第 1章「中国吉林省における農企業の特徴と後継者育成の取り組み」では，吉林省農企

業の特徴，経営者と後継者の属性及び経営交代の予定年代，後継者育成の特徴，経営者能
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力と後継者育成との関係を分析する。ここでは独自に調査したデータを用いて，吉林省に

おける農企業の特徴と後継者育成の特徴，経営者能力高低別に見た後継者育成の違いを明

らかにする。

第2章「日本の農業経営における後継者育成に関する考察Jでは，日本の農業経営にお

ける後継者育成に注目し，後継者育成の積極性と育成実態との関係を分析する。農業経営

者はどの程度，積極的に後継者育成に取り組んでいるのかを明らかにする。そして後継者

育成の積極性を規定する要因を経営者能力，農業従事者数，農産物販売額の 3つの要因か

ら明らかにし，積極性別の経営ごとにおける後継者育成実態について明らかにする。

第3章「農企業経営における後継者育成に関する中日比較Jでは，中国の農企業経営と

日本の農業経営を別々に分析した第 1章，第2章をふまえ，中国・日本間で農企業の後継

者育成に関して比較検討を行い，日本の法人経営との比較から中国の農企業の経営者能力

と後継者育成との関係を明らかにし，中国の農企業の後継者育成システムを考えるための

知見を明らかにする。

第4章「農企業経営の経営展開と後継者育成」では，第 1章で明らかになった後継者育

成に対して取り組む活動は高能力の経営者の積極性によるという結果を踏まえ，経営者の

もとに行った後継者育成に関する具体的な事例を分析する。多角的な事業展開の中で積極

的に後継者育成を通して経営展開を図り，継承後に経営的パフォーマンスは高まっている

吉林省にある米を主軸とする TF経営とチョウセンニンジン製品の加工・販売を行う TS経

営2社の事例を取り上げる。経営発展を継続させる要因の 1つを後継者の意思決定力の質

的な向上であるとするアンゾフの意思決定理論に従って分析を進め， 2社における特徴的

な経営行動及び創業経営者のもとに行った育成内容との関連を明らかにする。

第5章「総括」では，本論文の分析結果に基づいて，中国の農企業においては後継者育

成は決定的に重要で、あること，そのためには後継者育成を有効に行うために現役経営者の

経営者能力の向上のための経営者再教育システムが必要となること，後継者育成を有効に

行うために資金面と指導面といった社会的に多種な支援システムが必要であることを指摘

し、残された課題を整理する。
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註釈

註 1)岩手アグリフロンティアスクーノレは国立大学法人岩手大学と岩手県担い手育成総合

支援協議会が主催した農業経営者を主に受講対象とした社会のニーズ対応型社会

再教育プログラム事業であり，同スクール受講生の多くは岩手県の先進経営の代表

であると位置づけられる。
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第 1章 中国吉林省における農企業の特徴と後継者育成の取り組み

序章では，近年の中国農業を支える担い手として企業的な経営が期待され，一部の農企

業は創業経営者の交代に直面しており，経営を継続的に発展させるために後継者育成問題

が重要な問題となっていることを提示した。そこで，本章では，このような農企業の特徴，

経営者と後継者の属性，後継者育成の特徴，経営者能力と後継者育成の特徴との関係を，

農業経営の企業化が次々に展開している吉林省の農企業を分析対象として明らかにする。

第 1節 吉林省農企業の特徴

1 .吉林省の農業概況と農企業の概況

吉林省は中国東北地域の中部に位置し，面積は 18.7万平方キロメートノレ， 2011年現在，

総人口は約 2，734万人， うち農村人口は約 1，27'9万人，同省総人口の約 5割を占める。主

な作目はトウモロコシ，稲作，豆類である。吉林省の東部にある長白山脈はチョウセンニ

ンジンの成長に適する経度・緯度条件，土壌条件，気候条件を揃え，中国チョウセンニン

ジン生産量の1/2程度が同地域の作付けによる。また，耕種部門と畜産部門がいずれも同

省農業生産総額の約 5割である。

中国の農企業は 1990年代以降，山東省の農村部で開始された。その後，東部沿海及び

東北内陸地域へと展開し，農業生産の自然条件が恵まれている吉林省では農業経営の企業

化が次々に展開された。『吉林省統計年鑑~ (2009年版)によれば， 2008年において同省の

農企業数が 3，048社に達した。
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2.調査対象農企業の概況

表 1-1-1は調査した吉林省の農企業の概況を示している。経営形態別では畜産経営

が最も多く，次いて複合経営となっている。農産物販売額規模では 500万元未満の農企業が

46.6%を占め最も多い。一方で， 1億元以上の農企業が 12.1%となっており，比較的売り

上げの高い農企業も回答を寄せている。従事者数規模では， 50人未満が 51.7%， 50人~

100人が 24.1%である。

経営者年齢(歳)

後継者年齢(歳)

従事者数(人)

表 1-1 -1 調査した中国農企業の概況

1経営当たり平均

45 

36 

94 

土地利用型経営

施設園芸経営

畜産経営

経営形態別

15社 (25.9%)

8社 (13.8%)

19社 (32.8%)

農産物販売額(万元) 4， 378 複合経営 16社 (27.6%). 

従事者規模 | 農産物販売額規模

500万元未満 27社 (46.6%)
50人未満 30社 (51.7%) 

500 万元~2， 000 万元 9社 (15.5%)
50 人~100 人 14社 (24.1%)

2， 000 万元~10， 000万元 8社(13.8%)
100 人~200 人 10社(17.2%)

10，000万元以上 7社 (12.1%)
200人以上 4社 (6.9%)

未記入 7社 (12.1%)

出所:2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した「農業経営者アンケート調査J の 58 サンプルによる。
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3.吉林省農企業の特徴

ここでは，主に現代日本の農業経営の成長問題に取り組んだ木村[6]の研究成果をベー

スにし，経営者能力の内訳，インセンティブの対策，経営に責任者の置く場，という 3つ

の視点から吉林省農企業の特徴をみる。

まず，第 1の視点の経営者能力の内訳である。木村は経営成長の主体要因として農業経

営者の経営者能力に着目している。具体的には，①「高い目標・野心J，②「予測力J，③「計

数感覚J，④「効率・合理思考J，⑤「企業家精神J，⑥「挑戦力J，⑦「好奇心J，③「情報

収集力J，⑨「対応・先取力J，⑩「農業経営哲学・夢・希望」の 10の個別能力項目で把握

する。また，こうした 10の個別能力項目を4つのジャンノレに区分できるとし，①⑮を農業

経営姿勢，構想、策定にかかわる能力，②⑦③を経営の構想・計画を策定するに当たって能

力，⑥⑨を経営環境にかかわる能力，③④⑤を経営を革新し，効率・合理的に管理する能

力，としている。

第2の視点は，組織構成員の欲求を刺激し，組織の仕事へと動機づけするインセンティ

プの対策である。バーナードは「組織の本質的要素は，人々が自分の努力を協働システム

に提供しようとする意欲であり，組織のエネノレギーの源泉はこうした個人的な努力である。

人が自分の努力を組織に提供するのはインセンティプのゆえである。したがって，どんな

組織でも人々に十分なインセンティブを与えられるかどうかが，その存続をかけた最も強

調される仕事であるJと述べている。木村はマズローの欲求5段階理論を参考にして，現

代農業経営の組織が与えられるインセンティプは 5つのものがあると指摘する註1)。それ

らは①物質的インセンティブ，②人的インセンティプ，③文化的インセンティプ，④評価

的インセンティブ，⑤自己実現インセンティブ，である。

第3の視点は，事業活動の拡大の 1面として労働組織に着目した経営組織類型である註

2)。現実の農業経営組織類型は，労働分担の基準によって分類され，①「属性型組織J，②

「生産技術型組織J，③「作目・事業型組織J，④「管理部確立型組織」の4つに類型化さ

れる。こうした経営組織型は，①から④に向かつて高度化すると捉える。

中国農企業の特徴をこの 3つの視点と照らし合わせながらみることにする。

まず，経営成長の主体要因である経営者能力については図 1-1-1に示す。これによ

ると， r好奇心Jなどを除いて，全般的に能力が高いことが現れている。また，経営者が自

己評価として能力が高いとする項目は「効率・合理思考」が 70.7%，r挑戦力Jが 62.1%，
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という順である。「農業経営哲学・夢・希望Jが 53.4%，「高い目標・野心」が 58.6%，

農業経営姿勢・構想策定にかかわる能力，経営環境にかかわる能力，経営を革新し，効率・

それらは極めて高いことが特徴である。合理的に管理する能力，

車中国農企業

(n =58) 
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次に，組織の仕事へ動機づけするインセンティブの対策についてみたものを図 1-1-

2で示す。これをみると，回答率の高い項目として， r休日実行Jr給料Jが 72.4%，rボ

ーナス」が 70.7%，r意見聞く Jが69.0%である。これらの項目を木村の 5つのインセン

ティプ種類から見ると，中国農企業の経営者は主に物質的インセンティブを中心に行うが，

評価的インセンティプも重視していることが読み取れる。

さらに，経営組織類型を確認するために経営に責任者を置く場をみることにする。これ

を示しているのは図 1-1-3である。これによれば，回答率の高い項目として， r事務会

計」が 81.0%， r事業Jが 70.7%，r営業・外渉Jが 56.9%，r研究開発」が 53.4%である。

そして，これらの項目を木村の4つの農業経営組織類型から見ると，中国農企業では管理

部確立に関わる分担基準を高いレベノレで実施し， r管理部確立型組織jに属する農企業が多

いことが特徴である。

以上， 3つの視点でみた中国農企業の特徴として，経営者能力の自己評価として「効率・

合理思考Jr挑戦力Jr高い目標・野心j が高く，物質的インセンティブと評価的インセン

ティプを重視し，管理部確立に関わる分担基準を実施する経営が多い。以下，このような

特徴を持っている中国の農企業において，経営者・後継者の属性及。、後継者育成の特徴，

特に経営者能力と後継者育成との関係を見ることにする。
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第 2節 後継者育成の特徴

吉林省の農企業における後継者育成の特徴を検討する前に，まず，こうした農企業にお

ける経営者・後継者の属性及び経営交代に関してどのような意向を持っているのかを考察

する必要がある。

1 .経営者・後継者の概況及び経営交代予定年代

調査した中国の農企業における経営者・後継者の概況及び経営交代の予定年代について

表 1-2-1で示す。経営交代を行う予定年代に関しては回答した 29社の中 12015年ま

でj が 19社の 65.5%となった。経営者の年齢では， 50歳代が最も多くて 34.5%であり，

経営者の学歴では，大学卒が 39.7%を占めて最も多い。また，後継者の年齢では， 30歳代

が 40.5%を占めて最も多い。そして，次期経営者となる後継者の属性を見ると， 1既に選

定したJ，1選定していなしリのいずれかにおいても「共同設立者」が約半数を占め，最も

高い。以上から， 5年以内に 6割以上が経営者の交代を実施しようとしており，中国農企

業において後継者育成問題が喫緊の課題であり，その対象が「共同設立者」であることが

中国農企業の特徴と言えよう。
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2.経営規模と経嘗者能力の関係

木村による経営者能力が経営規模の指標である販売額と従事者数とどう関係するかを

示したのは表 1-2-2である。これをみると，自己評価による経営者能力は必ずしも規

模とは関係していないことが見られる。これは多様な経営形態が含まれること，そしてま

だ中国において企業が成長段階にあるためと言えよう。将来を左右する後継者育成は現在

の経営者の意思によるところが大きいと考えられ，自己評価である経営者能力は重要な基

準と言えよう。
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3. 後継者育成の特徴

表 1-2-3は後継者育成の特徴を把握するために本論文で採用した調査項目と回答

率である。大きく rr.研修項目Jrn.育成方法Jrm.育成上での課題Jの3つに分類

し， 34の質問項目を設定した。回答率の高い質問項目として，「 I.研修項目」では， r品

質管理J51. 7%， r情報収集J43.1 %， r作業管理J41.4%，r簿記財務J41.4%である。 rn.

育成方法」では， r日々活動J58.6%， r自ら経験J46.6%， r先進経営研修J31. 0%である。

rm.育成上での課題」では， r資金余裕無J43.1%であり， r時間余裕無Jr指導者無Jr移

動心配」がともに 29.3%である。

24 



トコ C
J
1
 

表
1
-
2
-
3

中
国

の
農

企
業

に
お

け
る

後
継

者
育

成
に

関
す

る
調

査
質

問
項

目
と

回
答

結
果

項
目

回
答

率
項
目

I
.
研
修
項
目

ll
.

育
成

方
法

①
情

報
収

集
、

情
報

管
理

の
方

法
43
. 
1
 

①
経

営
者

が
日

々
の

活
動

で
い

ろ
い

ろ
教

え
て

い
る

②
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
活

用
法

3
1. 
0
 

②
経

営
・

職
場

の
中

で
後

継
者

に
自

ら
経

験
を

積
ま

せ
て

い
る

③
経

営
計

画
の

作
成

方
法

37
.9
 

③
他

の
先

進
経

営
で

仕
事

を
さ

せ
、

研
修

さ
せ

て
い

る

④
経

営
・

組
織

再
編

の
方

法
25
.9
 

④
他

産
業

、
他

業
種

で
仕

事
を

さ
せ

、
研

修
さ

せ
て

い
る

⑤
作

業
管

理
の

技
術

・
方

法
4
1. 
4
 

⑤
各

機
構

が
行

う
後

継
者

研
修

に
は

積
極

的
に

参
加

さ
せ

る

@
栽

培
・

飼
養

管
理

の
技

術
・

方
法

}
 

32
.8
 

@
専

門
学

校
等

後
継

者
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
教

育
し

て
い

る

⑦
労

務
管

理
の

方
法

22
.4
 

⑦
海

外
視

察
、

海
外

研
修

を
さ

せ
て

い
る

③
品

質
管

理
の

技
術

・
方

法
5
1. 
7
 

⑨
加

工
の

技
術

・
方

法
36
.2
 

ll
i.

育
成

上
で

の
課

題

⑩
マ

}
ケ

テ
ィ

ン
グ

の
知

識
29
. 
3
 

①
能

力
開

発
・

人
材

育
成

を
行

う
時

間
的

余
裕

無

⑪
広

告
・

宣
伝

の
方

法
24
. 
1
 

②
能

力
開

発
・

人
材

育
成

を
行

う
金

銭
(

資
金

)
的

余
裕

無

⑫
簿

記
・

財
務

・
会

計
管

理
の

方
法

4
1. 
4
 

③
指

導
し

て
く

れ
る

者
無

⑬
税

金
、

保
険

、
年

金
に

関
す

る
知

識
15
. 
5
 

④
指

導
(
O
J
T
)

を
受

け
る

先
、

研
修

先
無

⑪
経

営
や

食
の

安
全

に
関

す
る

法
律

3
1. 
0
 

⑤
行

お
う

と
し

て
も

能
力

開
発

・
人

材
育

成
の

方
法

無

⑮
市

場
や

消
費

ニ
ー

ズ
調

査
の

方
法

36
.2
 

⑥
能

力
開

発
・

人
材

育
成

に
鍛

え
が

い
の

あ
る

後
継

者
無

⑮
商

品
開

発
の

技
術

・
方

法
32
.8
 

⑦
せ

っ
か

く
育

成
し

で
も

、
す

ぐ
に

や
め

、
移

動
し

、
心

血
す

る

⑪
人

間
関

係
、

人
付

き
合

い
の

方
法

3
1. 
0
 

③
現

在
行

っ
て

い
る

仕
事

で
は

特
別

な
能

力
を

必
要

無

⑬
経

済
や

社
会

学
の

知
識

15
. 
5
 

⑮
行

動
科

学
や

心
理

学
の

知
識

6.
9 

出
所

:
20

10
年

3
月
~
6
月
に
中
国
吉
林
省
で
実
施
し
た
「
農
業
経
営
者
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
の

58
サ
ン
プ
ノ
レ
に
よ
る
。

回
答

率

58
.6
 

46
.6
 

3
1. 
0

 

19
.0
 

25
.9
 

6.
9 

13
.8
 

29
.3
 

43
. 
1

 

29
.3
 

15
. 
5

 

13
.8
 

8.
6 

29
.3
 

5.
2 



第3節 経営者能力・経営規模と後継者育成との関係

経営者能力点数及び経営規模(販売額，従事者数)と後継者育成との関係を検討する。

1 .経営者能力・経営規模による育成の違い

まず，表 1-3-1は経営者能力を4点以下と 5点以上に 2区分し，後継者育成に関す

る項目で両者に有意差が認められた項目を示した。同表によれば，「 I.研修項目Jでは、

5%水準で有意差が認められた項目として， r情報収集Jr計画作成」があり， 10%水準で

有意差を示している項目として「ネット活用Jがあった。 rII.育成方法」では， r先進経

営研修Jr学校研修Jr海外視察jには 5%水準で有意差が認められた。 rm.育成上での課

題」では， r時間余裕無Jの有意差が 10%水準で認められた。

続いて，表 1-3ー 2は中国の農企業における販売額規模別に有意差が認められた項目

を示す。とこでは，販売額を 500万円未満と 500万円以上を区分して検定を行った。同表

を見ると，「 I.研修項目」では， 1%水準で有意差を示している項目として， r税金・保

険Jr商品開発」があり， 5%水準で「人間関係」に有意差が認められ， r安全・法律」の

有意差が 10%水準で認められた。 rII.育成方法Jでは， r機構研修」の有意差が 5%水準

で確認され， r日々活動Jr学校研修j の有意差が 10%水準で認められた。 rm.育成上で

の課題」では， r研修先無Jが 10%水準で確認された。

そして，表 1-3-3は中国の農企業における従事者数別に有意差が認められた項目を

示している。ここでは，従事者数を 50人未満と 50人以上を区分して検定を行った。 rI.

研修項目j では， r栽培方法Jr広告宣伝」の有意差が 10%水準で認められ，また，「E.

育成上での課題Jでは， r資金余裕無Jr後継者無Jが5%水準で有意差が認められ， r時間

余裕無Jが 10%水準で有意差が確認された。

26 



表 1-3-1 中国の農企業における経営者能力別に見た後継者育成

能力別 検定結果

平均 能力4点以下 能力 5点以上

N=51 (4点を含む) (5点を含む) x2 P値 判定

n=28 n=23 

1.研修項目

①情報収集、情報管理の方法 37.3 25.0 52.2 3.989 0.046 ** 
②インターネットの活用法 31. 4 21. 4 43.5 2.851 0.091 * 
③経営計画の作成方法 31. 4 17.9 47.8 5.268 0.022 ** 
@経営・組織再編の方法 29.4 28.6 30.4 0.021 0.884 

⑤作業管理の技術・方法 41. 2 35.7 47.8 0.765 0.382 

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 35.3 32.1 39.1 0.270 0.603 

⑦労務管理の方法 15.7 14.3 17.4 0.092 0.762 

@品質管理の技術・方法 49.0 57.1 39.1 1. 639 0.200 

@加工の技術・方法 31. 4 25.0 39.1 1.171 0.279 

⑮マーケティングの知識 25.5 21. 4 30.4 0.539 0.463 

⑪広告・宣伝の方法 19.6 14.3 26.1 1. 116 0.291 

⑫簿記・財務・会計管理の方法 39.2 42.9 34.8 0.345 0.557 

⑬税金、保険、年金に関する知識 11. 8 14.3 8.7 0.380 0.538 

@経営や食の安全に関する法律 25.5 32.1 17.4 1. 447 0.229 

⑮市場や消費ニ}ズ調査の方法 39.2 35.7 43.5 0.319 0.572 

⑮商品開発の技術・方法 27.5 25.0 30.4 0.187 0.665 

@人間関係、人付き合いの方法 29.4 35.7 21. 7 1. 188 0.276 

⑮経済学や社会学の知識 15.7 17.9 13.0 0.221 0.638 

⑮行動科学や，心理学の知識 7.8 3.6 13.0 1. 567 0.211 

1I.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 54.9 57.1 52.2 0.126 0.723 

②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 41. 2 42.9 39.1 0.072 0.788 

③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 33.3 21. 4 47.8 3.960 0.047 ** 
@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 17.6 14.3 21. 7 0.483 0.487 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 25.5 17.9 34.8 1. 905 0.168 

@専門学校等後継者育成プログラムで教育している 5.9 0.0 13.0 3.880 0.049 ** 
⑦海外視察、海外研修をさせている 11. 8 3.6 21. 7 4.015 0.045 ** 
ill.育成上での課題

①能カ開発・人材育成を行う時間的余裕がない 23.5 14.3 34.8 2.948 0.086 * 
②能カ開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がな

41. 2 32.1 52.2 2.092 0.148 
b、

③指導してくれる人がいない 29.4 21. 4 39.1 1. 906 0.167 

@指導 (OJT) を受ける先、研修先がわからない 17.6 21. 4 13.0 0.611 0.434 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわから

ず
11. 8 14.3 8.7 0.380 0.538 

⑥能力開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいな
9.8 7.1 13.0 0.497 0.481 

b、

⑦せっかく育成しても、すぐにやめ、移動する 29.4 28.6 30.4 0.021 0.884 

③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 2.0 3.6 0.0 0.838 0.360 

出所:2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した f農業経営者アンケート調査」から、経営者能力、販

売額、従事者数をともに回答した 51サンプルによる。

註:1)経営者能力別は能力4点以下と能力 5点以上に区分した。

2) r判定」は χ2検定の結果であり， ***，**，*はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意である

ことを示す。
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表 1-3-2 中国の農企業における販売額規模別に見た後継者育成

販売額規模 検定結果

平均
500万元来、満 500万元以上

n=51 x' P値 判定

n=27 n=24 

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 37.3 40.7 33.3 0.298 0.585 

②インターネァトの活用法 31. 4 29.6 33.3 0.081 0.776 

③経営計画の作成方法 31. 4 33.3 29.2 0.102 0.749 

@経営・組織再編の方法 29.4 37.0 20.8 1. 607 0.205 

⑤作業管理の技術・方法 41. 2 40.7 41. 7 0.004 0.947 

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 35.3 33.3 37.5 0.097 0.756 

⑦労務管理の方法 15.7 14.8 16.7 0.033 0.856 

③品質管理の技術・方法 49.0 55.6 41. 7 0.981 0.322 

⑤加工の技術・方法 31. 4 25.9 37.5 0.791 0.374 

⑮マーケティングの知識 25.5 22.2 29.2 0.323 0.570 

@広告・宣伝の方法 19.6 11. 1 29.2 2.628 0.105 

⑫簿記・財務・会計管理の方法 39.2 40.7 37.5 0.056 0.813 

⑬税金、保険、年金に関する知識 11. 8 0.0 25.0 7.650 0.006 *ネ*

@経営や食の安全に関する法律 25.5 14.8 37.5 3.443 0.064 * 
⑬市場や消費ニーズ調査の方法 39.2 33.3 45.8 0.833 0.361 

⑮商品開発の技術・方法 27.5 11. 1 45.8 7.692 0.006 *** 
⑫人間関係、人付き合いの方法 29.4 44.4 12.5 6.245 0.012 ** 
⑬経済学や社会学の知識 15.7 14.8 16.7 0.033 0.856 

⑮行動科学や，心理学の知識 7.8 11. 1 4.2 0.848 0.357 

II.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 54.9 66.7 41. 7 3.207 0.073 * 
②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 41. 2 37.0 45.8 0.406 0.524 

③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 33.3 40.7 25.0 1. 417 0.234 

@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 17.6 14.8 20.8 0.317 0.574 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 25.5 37.0 12.5 4.028 。目 045 ** 
⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している 5.9 11. 1 0.0 2.833 0.092 * 
@海外視察、海外研修をさせている 11. 8 14.8 8.3 0.514 0.473 

m.育成上での課題

①能力関努・人材育成を行う時間的余裕がない 23.5 25.9 20.8 0.183 0.669 

②能力関努・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 41. 2 48.1 33.3 1. 151 0.283 

③指導してくれる人がいない 29.4 37.0 20.8 1. 607 0.205 

@指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない 17.6 25.9 8.3 2.706 0.100 * 
⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず 11. 8 18.5 4.2 2.521 0.112 

⑥能力関努・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない 9.8 7.4 12.5 0.373 0.542 

①せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する 29.4 22.2 37.5 1. 428 0.232 

③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 2.0 3.7 0.0 0.907 0.341 

出所:表 1-3-1に同じ。

註:1)販売額別は販売額 500万元未満と 500万元以上に区分した。

2) r判定」は χ2検定の結果であり， ***，林，*はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意である

ことを示す。
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表 1-3-3 中国の農企業における従事者規模別に見た後継者育成

従事者数規模 検定結果

平均

n=51 50人未満 50人以上
X2 P値 判定

n=23 n=28 

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 37.3 43.5 32.1 0.694 0.405 

②インターネットの活用法 31. 4 26.1 35.7 0.544 0.461 

③経営計画の作成方法 31. 4 26.1 35.7 0.544 0.461 

@経営・組織再編の方法 29.4 39.1 21. 4 1. 906 0.167 

⑤作業管理の技術・方法 41. 2 43.5 39.3 0.092 0.762 

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 35.3 47.8 25.0 2.881 0.090 * 
⑦労務管理の方法 15.7 21. 7 10.7 1. 160 0.281 

③品質管理の技術・方法 49.0 56.5 42.9 0.943 0.331 

@加工の技術・方法 31. 4 30.4 32.1 0.017 0.896 

⑮マーケティングの知識 25.5 30.4 21.4 0.539 0.463 

⑪広告・宣伝の方法 19.6 8.7 28.6 3.165 0.075 * 
⑫簿記・財務・会計管理の方法 39.2 39.1 39.3 0.000 0.991 

⑬税金、保険、年金に関する知識 11. 8 8.7 14.3 0.380 0.538 

⑬経営や食の安全に関する法律 25.5 26.1 25.0 0.008 0.929 

⑬市場や消費ニーズ調査の方法 39.2 30.4 46.4 1. 355 0.244 

⑮商品開発の技術・方法 27.5 21. 7 32.1 0.686 0.407 

⑪人間関係、人付き合いの方法 29.4 34.8 25.0 0.582 0.446 

⑬経済学や社会学の知識 15.7 8.7 21. 4 1. 548 0.213 

⑬行動科学や心理学の知識 7.8 8.7 7.1 0.042 0.837 

ll.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 54.9 56.5 53.6 0.044 0.833 

②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 41. 2 39.1 42.9 0.072 0.788 

③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 33.3 39.1 28.6 0.634 0.426 

@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 17.6 21. 7 14.3 0.483 0.487 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 25.5 17.4 32.1 1. 447 0.229 

⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している 5.9 4.3 7.1 0.178 0.673 

⑦海外視察、海外研修をさせている 11. 8 13.0 10.7 0.066 0.797 

m.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない 23.5 34.8 14.3 2.948 0.086 * 
②能力開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 41. 2 56.5 28.6 4.073 0.044 キ*

@指導してくれる人がいない 29.4 30.4 28.6 0.021 0.884 

@指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない 17.6 13.0 21. 4 0.611 0.434 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず 11. 8 13.0 10.7 0.066 0.797 

⑥能力開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない 9.8 0.0 17.9 4.554 0.033 ** 
⑦せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する 29.4 26.1 32.1 0.223 0.637 

③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 2.0 4.3 0.0 1. 242 0.265 

出所:表 1-3-1に同じ。

註:1)従事者別は 50人未満と 50人以上に区分した。

2) r判定j はχ2検定の結果であり， ***，料， *はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意である

ことを示す。
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以上，経営者能力点数，販売額規模，従事者数規模をそれぞれ2つに区分し違いを見た

が，有意差が認められた項目にはいずれの区分でもわずかであった。

さらに，経営者能力点数，販売額規模，従事者数規模をそれぞれ 2つに区分して検定を

行った結果を表 1-3-4に集約してまとめた。同表を見てもわかるように有意差が認め

られた項目にはばらつきがあり， 3つの区分においてはあまり明確な違いは見られない。

表 1-3-4属性別による有意差が認められた後継者育成の項目

後継者育成内容項目 有意差が見られた
属性別

I.研修項目 II.育成方法 ill.育成上での課題 項目数

「情報収集」 「先進経営研修J
経営者

「ネット活用法」 「専門学校教育J 「時間余裕無j 7/34 
能力別

「計画作成」 「海外視察J

「税金・保険J
「日「々 活動j

販売額 「安全・法律」
「機構研修参加」 「指導者無」 8/34 

規模別 「商品開発j

「専門学校教育」
「人間関係J

「時間余裕無J
従事者数 「労務管理J

「資金余裕無J 5/34 
規模別 「広告・宣伝J

「鍛える後継者無j

出所:表 1-3-1に同じ。

註:1)経営者能力別は能力4点以下と能力 5点以上，販売額別は販売額 500万元未満と 500万元以上，従

事者別は 50人未満と 50人以上に区分した。

2)χ2検定を行い， 10%水準で統計的に有意性が認められたものを「有意差が見られた項目」とし

た。
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2.経営者能力の違いによる後継者育成の特徴

先の経営者能力区分は単純に 2区分しているが，中間的性格と思われる 4点， 5点を除

き，経営者能力点数の 3点以下を「低能力J とし， 6点以上を「高能力」として見る。表

1-3-5を見ると，「 I.研修項目Jでは， 1 %水準で有意差を示している項目として「情

報収集Jr計画作成」があり， 5%水準で有意差を示す項目には「加工技術Jr広告宣伝」

「ニーズ調査Jr商品開発」があり， 10%水準でも「ネット活用Jr栽培管理Jr簿記財務J

に有意差が認められ，全て「高能力Jの方が高い。また，「E.育成方法Jでは， 5%水準

で有意差を示す項目には「自ら経験Jr先進経営研修」があり， 10%水準でも「海外視察」

には有意差が認められ，これも全て「高能力」の方が高い。 rnr.育成上での課題」をみる

と， r高能力jの経営では， r時間余裕無」や「移動心配」に対する回答率は高く， r低能力」

の経営では， r方法無Jに対する回答率が高い。

なお、販売額規模と従事者数規模を経営者能力と同様に差を広げて検定を行い、有意差

が認められた項目には前述Lた通りばらつきである。
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表 1-3-5 中国の農企業における経営者能力高低別に見た後継者育成

全回答率
能力両低別回答率及び検定結呆

低能力 (3点以下) 高能力 (6点以上)
n=58 検定

n=ll n=15 

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 43.1 0.0 60.0 *ネキ

②インターネットの活用法 31. 0 9.1 40.0 * 
③経営計画の作成方法 37.9 9.1 60.0 *** 
@経営・組織再編の方法 25.9 18.2 33.3 

⑤作業管理の技術・方法 41. 4 36.4 66. 7 

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 32.8 0.0 26.7 * 
⑦労務管理の方法 22.4 0.0 20.0 

③品質管理の技術・方法 51. 7 45.5 60.0 

⑤加工の技術・方法 36.2 9.1 46.7 ホ*

⑪マーケティングの知識 29.3 18.2 46.7 

⑪広告・宣伝の方法 24.1 9.1 53.3 ** 
⑫簿記・財務・会計管理の方法 41. 4 9.1 40.0 * 
⑬税金、保険、年金に関する知識 15.5 0.0 13.3 

@経営や食の安全に関する法律 31. 0 9.1 33.3 

⑬市場や消費ニーズ調査の方法 36.2 9.1 46.7 ** 
⑮商品開発の技術・方法 32.8 9.1 46.7 キ*

⑫人間関係、人付き合いの方法 31. 0 27.3 26.7 

⑬経済学や社会学の知識 15.5 1-8; 2 20.0 

⑬行動科学や心理学の知識 6.9 0.0 20.0 

II.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 58.6 45.5 60.0 

②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 46.6 18.2 60.0 ** 
③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 31. 0 9.1 46.7 ** 
@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 19.0 9.1 20.0 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 25.9 18.2 46.7 

⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している 6.9 0.0 20.0 

⑦海外視察、海外研修をさせている 13.8 9.1 40.0 キ

m.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない 29.3 0.0 40.0 キ*

②能力開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 43.1 18.2 40.0 

@指導してくれる人がいない 29.3 18.2 13.3 

@指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない 15.5 18.2 6.7 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず 13.8 18.2 0.0 * (ー)
⑥能力開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない 8.6 9.1 13.3 

⑦せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する 29.3 9.1 40.0 * 
@現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 5.2 9.1 6.7 

出所:2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した「農業経営者アンケート調査j の 58 サンプルによる。

註:1)経営者能力高低別は能力 3点以下 (3点を含む)を低能力とし、能力 6点以上 (6点、を含む)を

高能力として意味する。

2) r検定jはχ2検定の結果であり， ***，林， *はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意である

ことを示す。
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第4節小括

本章では，吉林省の農企業を対象とした後継者育成に関するアンケート調査から後継者

育成の特徴について分析し，分析結果をまとめてみると，次の 3点が指摘できる。

第 1に，木村の研究成果に基づいた 3つの視点で、見た中国農企業の特徴として，経営者

能力の自己評価として「効率・合理思考Jr挑戦力Jr野心・高目標」が高く，物質的イン

センティブと評価的インセンティブを重視し，管理部確立に関わる分担基準を実施する農

企業が多い。

第2に，経営者能力の高度化と経営規模(販売額と従事者数)には明確な相関関係が見

られない。また，経営者能力点数，販売額規模，従事者数規模を 2区分した比較では有意

差が認められた質問項目は属'性毎にばらつきがあり，経営者能力の高度化と経営規模の拡

大との相関関係から見た育成項目の共通性は有していない。

第3に，経営者能力に明らかに違いがあるグループ(能力点数3点以下の「低能力Jと

6点以上の「高能力J)を比較すると，経営者能力が高い方が後継者育成に対する認識が高

く，中国農企業は経営規模に関わらず，高能力の経営者が後継者育成を積極的に展開して

いる。このことから，後継者育成を有効に行うために現役経営者の経営者能力の向上のた

めに経営者再教育システムが必要と言えよう。

経済の急成長を遂げているマクロ環境に置かれた中国の農企業において，小規模経営で

経営者能力が必ずしも低いとは言えず，大規模経営では経営者能力が必ずしも高いとも言

えず，極めて多彩な状況である。しかし，経営者能力の高低別で見ると，高能力の経営者

は育成方法として「自ら経験Jr先進経営研修Jを重視しており，育成上での課題として「時

間余裕無Jr移動心配Jに直面している。また，後継者育成に対して取り組む活動は高能力

の経営者に積極性が見られることが示唆された。
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註釈

註1)経営のインセンティブに対して，木村[7]， pp. 110-115は次のように 5点に整理し

ている。①物質的インセンティプ:労働環境の整備であり，労働報酬の支給であり，

「休日実行Jr慰安旅行Jr研修させJr給料Jrボーナス」という項目はそれに属す

る。②人的インセンティブ:経営者の経営に対する積極的に取り組む姿勢であり，

「反収品質Jr新取り組Jr売上拡大Jという項目はそれに属する。③文化的インセ

ンティブ:経営がもっている理念，ビジョン，経営目標，経営戦略などであり， r良

さ話すJr夢話す」という項目はそれに属する。④評価的インセンティブ:経営者

から表彰されたり，消費地や地域住民から感謝されることによる満足であり， r意

見聞く Jはそれに属する。⑤自己実現インセンティプ:自己の意思決定で行える経

営の場が与えられることによる満足であり， r役割責任Jはそれに属する。

註 2)経営組織類型について，木村[6 J， pp. 54-55は4点に整理している。①属性型組織:

生産技術，作目，事業部門，管理部門のすべてにおいて意図的な分担を行っていな

い組織である。②生産技術型組織:生産技術に基づいて意図的に分担を行っている

が，作目，事業部門，管理部門確立での分担は見られない組織である。③作目・事

業型組織:作目・事業別の分担を明確化しており，生産技術に基づいても意図的に

分担していることが多い組織である。④管理部確立型組織:管理部門の確立にかか

わる分担基準を実施しており，生産技術，作目・事業部門に関わる分担基準も意図

的に行っていることが多い組織である。
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第2章 日本の農業経営における後継者育成に関する考察

序章では，中国の農企業の一部は創業経営者の交代に直面しており，経営を継続的に展

開させるために後継者育成問題が重要な問題となっていることを提示した。また，農業経

営の経営継承・後継者育成問題が顕在化しているのは，中国だけではなく，日本も同様な

問題を抱えていると述べた。そして，第1章では，こうした農企業において後継者育成に

対して取り組む活動は高能力の経営者に積極性が見られることが明らかになった。そこで，

日本の法人経営との比較を通じて，中国の農企業において後継者育成システムを考える上

での知見を得るために，まず，本章では，法人経営を含めて日本の農業経営における後継

者育成の取り組みを明らかにする。

前述したように，世界経済のグローパルイ包とともに農業経営を取り巻く環境は大きく変

化しつつあり，日本もこうした環境に置かれている。そして，このような環境に対応する

ために農業構造の改革を推進し， 1992年に農林水産省は『新しい食料・農業・農村政策の

基本方向~ (新政策と言う)を発表し，また， 1993年には『農業経営基盤強化法』を制定

し，一連の農業政策が公布された。これらの政策により，農業生産の担い手として「法人

化の推進Jr認定農業者の育成」に取り組んでいる。

しかし，一方で，現実の農業経営においては多くの経営で収益の低下が見られ，農業後

継者の数は年々減少傾向で推移している。このような中で，後継者の経営管理能力を向上

育成させることが，農業経営の事業を展開するととにおいて重要な課題となっている。

そこで，本章では，こうした問題意識を持ち，農業法人と認定農業者を対象として，日

本の農業経営における後継者育成の現状と課題を，後継者育成に対する取り組み程度，影

響する要因，育成内容を中心に検討する。

なお，本章の分析に当たって， 2009年 1月に日本の農業経営に対して実施した「農業経

営者アンケート調査」の 141サンフ。ノレを用いる。アンケートの調査実施については序章の

第3節の 1で述べたとおりである。

第 1節 分析方法と分析データ

一般経営学において，人材育成のプロセスが「育成する側，教育情報とプログラム，育

成される者の 3つの要素から基本的に構成される」とされており註1)，また，それは「ト
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ッフ。マネジメント，人事部門，ライン管理職という三者による分業によって行われている」

と指摘されている註2)。しかし，現実の農業経営において，経営者の多くはこうした 3つ

の職能をすべて 1人で担っている。そして，次代の経営者とみなす後継者を自分と同程度

の経営管理能力を持つ人材に育成しようと考える経営者が多く，それは事業拡大に伴って

強くなる。従って，本章における後継者育成の積極性と育成実態に関する検討では，経営

者の能力ならびに経営規模が後継者育成と密接な関係を有するものとして考える註3)。な

お，経営の規模を示す指標として農業従事者数と農産物販売額を用い，その差異が後継者

育成の取組に影響を与えるものとする註4)。

従って，本章では，まず，農業経営者に対して行った農業後継者の能力開発・人材育成

についてのアンケート調査をもとに，その回答結果を経営者能力別，農業従事者数別及び

農産物販売額別でクロス集計し，農業経営者はどの程度，積極的に後継者育成に取り組ん

でいるのかを明らかにする。

次に，重回帰分析で，後継者育成の積極性を規定する要因を明らかにする。

最後に，経営者能力，農業従事者数，農産物販売額の 3つの後継者育成に影響する要因

を組み合わせることによって，後継者育成の積極性を類型区分し，積極性別に後継者育成

の研修，育成方法及び育成上の課題を明らかにする。

対象とした調査データの概況を表 2-1-1に示す。 1経営当たり農産物販売額と農業

従事者数の平均はそれぞれ 3，041万円と 4人である。また，主な作目を調査経営の栽培飼

養率で示すと，稲作 70.9%，麦・いも・豆 19.1%，露地野菜 18.4%，施設野菜 29.8%，

果樹 7.8%，花弁 12.1%，酪農 4.3%，肉用牛 12.8%である。また，後継者は 30代未満及び

30代"-'40代が中心で，平均年齢は 30歳である。後継者の属性は「子J89.0%， r親族J2.4%，

「構成員J3.7%， r親族外J4.9%であり，子を後継者とする経営は圧倒的に多いが，子に

こだわらず家族外関係者を後継者とする経営もわずかながら存在する。
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表 2-1ー 1 調査経営の概況

主な調査項目 平均 概況

30代未満 2人(1.4%) ， 30 代~50 代 90 人 (63.8%)
経営者年齢 54歳

60代 43人 (30.6%) ， 70代 4人 (2.8%) ，不明 2(1. 4%) 

後継者年齢
30代未満 28人 (34.1%) ， 30 代~40 代 36 人 (43.9%)

(後継者ありとした 30歳
50代 2人 (2.4%) ，不明 14(17.1%) 

82経営の集計による)

後継者あり・なし 後継者あり 82経営 (58.2%) ，後継者なし 59経営 (41.8%) 

子供 73経営 (89.0%) ，親族 2経営 (2.4%)
後継者性格

構成員 3経営 (3.7%) ，親族外 4経営 (4.9%)

2人以下経営 59(41. 8%)， 3~5 人経営 57 (40.5%) 
農業従事者数 4人

6人以上経営 21 (14.9%) ，不明 4(2.8%) 

3，041 1千万円未満 45経営 (31.9%) ， 1 千万円 ~3 千万円 39 経営
農産物販売額

万円 (27.7%) ， 3千万円以上 26経営 (18.4%)，不明 31(22.0%) 

主な作目の栽培飼養
稲作 70.9%，麦・いも・豆 19.1%，露地野菜 18.4%，施設

野菜 29.8%，果樹 7.8%，花井 12.1%，酪農 4.3%，肉用牛
率

12.8% 

サンプノレ数 141 

出所:2009年 1月に岩手県と宮城県の農業法人と認定農業者を対象とした実施した「農業経営者ア

ンケート調査Jの 141サンプノレによる。

註:r主な作自の栽培飼養率」は，作物ごとの回答数をサンプノレ数で除したものである。
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第 2節 後継者育成の積極性の度合

1 .経営者能力別後継者育成の積極性

はじめに，表2ー 2-1は経営者能力と後継者育成の積極性との関係を示したものであ

る。同表によれば， i普通」だと思う経営者が 41.8%と最も高く，次いて「消極的Jだと

思う経営者の割合が 26.2%であり，後継者育成に積極的ではない経営者が多いことが特徴

である。しかし，一方で，経営者能力別に見ると，能力点数が高い経営者ほど後継者育成

に積極的に取り組んでいる傾向が見られる。具体的には， i能力 0-----1点」以下の経営者で

は「消極的」の回答率は 3割前後であり， i能力 2-----4J以上の経営者になると「積極的」

の回答率は若干上昇し，さらに「能力 5以上j の経営者になると「消極的j の回答率は 1

割程度に減少し， i積極的」の回答率は5割を占めている。したがって，後継者育成に取り

組む姿勢は経営者能力が高いほど強い。
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表 2-2-1 経営者能力と後継者育成の積極性との関係

単位:上段サンプノレ数，下段%

積極的 普通 消極的 未記入 合計

6 29 21 13 69 
能力 0~1 点 十一一一一一一一司一一一ト一一一一一一一一一

8. 7 42.0 30.4 18.8 100.0 

12 22 14 4 52 
能力 2~4 点 一一一一一 一一一一一一・ 一一一一一一一

23. 1 42. 3 26.9 7.7 100.0 

10 8 2 。 20 
能力 5点以上

50. 0 40.0 10.0 0.0 100. 0 

28 59 37 17 141 
iロb、量ロt 一一一一

19.9 41. 8 26.2 12. 1 100.0 

出所:2009年 1月に岩手県左宮城県の農業法人と認定農業者を対象とした実施した「農業経営者ア

ンケート調査Jの 141サンプルによる。

註:1) 人材育成積極性度合の分類基準は，調査経営に対する経営者での農業後継者の能力開発・

人材育成について調査項目により， r非常に積極的に行っている」と f積極的に行っている

方だと思う Jが「積極的」とし， r普通に行っていると思う」が「普通j とし， rほとんど

行っていないJr行っていない、必要がないJと「わからない」が「消極的」とし，未回答

の経営を「未記入」とする。

2)能力の点数は，①高い目標・野心，②予測カ，③計数感覚，④効率・合理思考，⑤企業家精

神，@挑戦力，⑦好奇心，@情報収集カ，@対応・先取カ，⑪農業経営哲学・夢・希望の

10の個別能力の自己申告による有無によって 10点満点で評価したものである。

3) 経営者能力の平均は 2.3点である。

40 

『



2.農業従事者数別後継者育成の積極性

続いて，農業従事者数と後継者育成との関係を示したものが表 2-2-2である。農業

従事者数別から見ると，従事者 i3人以下」の経営では「消極的」の回答率が 3割前後で

あるのに対して， i4""'5人jになると「積極的Jの回答率が若干上昇し，さらに r6人以

上」の経営では「積極的j の回答率が 47.6%と半数を占めている。このように，農業従事

者数が多くなると，後継者育成がより重視され， r積極的」だと認める経営者が増えている。

3.農産物販売額別後継者育成の積極性

表 2-2-3は農産物販売額と後継者育成との関係を示したものである。農産物販売額

の階層が上位になるほど，積極的に取り組む経営が多くなっている傾向が見て取れる。即

ち，農産物販売額の階層別に見ると，「 1千万円未満Jの階層では「消極的Jの回答率が 3

割以上であるのに対して， fI千万""'3.5千万円Jの経営になると「消極的」の回答率が減

少し， r積極的Jの回答率は2割程度まで増加する。さらに i3.5千万円以上」の階層にな

ると「積極的」の回答率は 36.8%に上昇した。

以上の分析結果を踏まえると，経営者能力が高くなるにつれ，また，農業従事者数が多

くなるほど，さらに，農産物販売額の階層が上位になるにしたがって，後継者育成に積極

的に取り組むと考える経営者の割合が多くなるという傾向が明瞭に現れている。
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表 2 -2 -2 農業従事者数と後継者育成の積極性との関係

単位:上段サンプル数，下段%

積極的 普通 消極的 未記入 合計

12 35 24 13 84 
3人以下

14.3 41. 7 28.6 15.5 100. 0 

6 15 10 1 32 
4~5 人 一回一一…一一一一 一 一一一一一 一

18.8 46.9 31. 3 3.1 100. 0 

10 8 2 l 21 
6人以上

47.6 38.1 9.5 4.8 100.0 

28 58 36 15 137 
合計 ー一一一一一一一

20.4 42. 3 26.3 10.9 100.0 

出所:表 2-2-1に同じ。

註:1) 表 2-2-1の註 1)に同じ。

2) 農業従事者数に回答した 137サンプノレによる。

表 2-2-3 農産物販売額と後継者育成の積極性との関係

単位:上段サンプノレ数，下段%

積極的 普通 消極的 未記入 合計

B 17 15 5 45 
l千万円未満 卜一一一一一一一一一一一-一一一一一一一一ー

17.8 37.8 33.3 11. 1 100.0 

9 22 12 3 46 
1 千万~3.5 千万円 ト一一ー一一ーーー一一一一一一一ー ト一 一一一一一一一一ー一一一ー

19.6 47.8 26.1 6.5 100.0 

7 12 。 。 19 
3.5千万円以上 一一一一一一一日・・・ー・日目白日目..........._....-目

36.8 63.2 0.0 0.0 100.0 

24 51 27 8 110 
合計 一 一一』一一一一一一一一一一一一ーー一一一一一一一一一一一一

21. 8 46. 4 24.5 7.3 100.0 

出所:表 2-2-1に同じ。

註:1) 表 2-2-1の註 1)に同じ。

2)農産物販売額に回答した 110サンプノレによる。
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4.後継者育成の積極性の規定要因

上述したように，農業後継者の育成は経営者能力と農業従事者数及び農産物販売額によ

って，大きく変わることが明らかになった。それを確認するため，ここで，重回帰分析に

よって後継者育成の規定要因を分析する。

く重回帰分析式> Y=bo+b1X1十b2X2十b3X3+b4X4 +b5X5 

ただし，Y:後継者育成積極度

X1 :経営者能力

X2 :経営者経験

X3 :農産物販売額

X4 :農業従事者数

X5 :後継者年齢

式は，各アンケートの後継者育成積極度の回答を目的変数とし，経営者能力，経営者経

験，農産物販売額，農業従事者数，後継者年齢を説明変数としている。それ以外に後継者

育成を左右する要因のうち，サンプノレに観察されるものが定数項b。に集約される。また，

目的変数と説明変数はともに順序反度の質的変数であるため，ここでは， 5段階の評価結

果を間隔尺度の量的変数とみなし，重回帰分析を行うことにする註510

計測結果の係数と t値を表2-2-4に示した。経営者能力，農産物販売額，農業従事

者数がそれぞれ有意であり，経営者経験と後継者年齢について，有意性はみられない。ま

た，有意である説明変数の目的変数に対する影響度の大小は，経営者能力，農業従事者数，

農産物販売の順である。
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項目

定数項

経営者能力

経営者経験

農産物販売額

農業従事者数

後継者年齢

重相関 R (財)

重決定 R2(切)

表2-2-4 後継者育成積極性の規定要因

係数

2.01 

0.29 

-0.08 

o. 16 

0.22 

-0. 06 

註:* : p (0. 050 
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3.91 

2.48* 

-0.47 

0.98* 

1. 50 * 

-0.39 

O. 68 
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第3節 後継者育成の積極性別の育成内容

以上，後継者育成はそれぞれの経営によって取り組む程度が異なっており，後継者育成

の規定要因として経営者能力，農業従事者数，農産物販売額によるものであることが明ら

かになった。したがって，次に，その規定要因を踏まえながら，後継者育成に影響する要

因を組み合わせることによって調査経営を類型化し，類型ごとに後継者育成内容を検討す

る。

1 .調査経営の類型化

表 2-3-1は調査経営の類型化を示しているものである。ここでの後継者育成の積極

性の分類基準は，経営者能力，農業従事者数と農産物販売額によるものとする。経営者能

力 3点以上 (3点を含む)，農業従事者数4人以上 (4人を含む)及び農産物販売額 2000

万円以上 (2000万円を含む?を分類基準とする。

そして，基準を満たす程度によって，①経営者能力 3点以上，②農業従事者数4人以上，

③農産物販売額 2，000万円以上という 3基準をすべて満たす経営を「積極的経営Jとする。

①経営者能力 3点以下，②農業従事者数4人未満，③農産物販売額 2，000万円未満という

3基準をすべて満たす経営を「消極的経営Jとする。それ以外の経営を「普通の経営Jと

する。

表2-3ー 1 調査経営の分類

調査経営類型 積極的経営 普通の経営 消極的経営

経営者能力 。 口 ム

農業従事者数 。 口 A 

農産物販売額 。 口 ム

調査サンプル数 12 29 24 

出所:2009年 1月に岩手県と宮城県の農業法人と認定農業者を対象とした実施した「農業経営者アンケ

一調査」の 141サンプノレから，後継者がいるサンプル，また，経営者能力，農業従事者数，農産物

販売額に回答したサンプノレで‘マッチングが可能とした 65サンプノレによる。
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2. 後継者育成の積極性別の研修項目

まず，後継者の研修項目について表 2ー 3ー 2で示す。全体的にみると， i作業管理Ji生

産技術Ji簿記財務Ji人間関係Jの研修項目は，育成の積極性に関係なくいずれの経営者

も重視している。特に「簿記財務」は 40.0%を越えているため，後継者育成に見た最大の

特徴である。また，後継者育成の積極性別に見ると， i消極的」な経営者では， iインター

ネットJi作業管理Ji簿記財務」の回答率が 30.0%を越えるが，ほかの研修項目の回答率

は30.0%未満である。「普通」になると， i生産技術Ji作業管理Ji簿記財務Jを重視する

ほか， i計画作成J31. 0%， i人間関係J37.9%となっている。さらに「積極的Jになると，

「計画作成J50.0%となり，高次な経営管理能力を研修項目とすることが読み取れる。
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表2-3-2 後継者育成積極性別の研修項目

単位:%， 0内は調査サンプノレ数

孟三せて 積極的経営 普通の経営 消極的経営
平均

(n=12) (n=29) (n=24) 

情報収集 16. 7 27.6 12.5 20.0 

イン9ーネット 16. 7 13.8 33.3 21. 5 

計画作成 50.0 31. 0 16. 7 29.2 

法人化 8.3 3.4 8.3 6.2 

作業管理 8.3 34.5 37.5 30.8 

生産技術 33.3 51. 7 16. 7 35.4 

労務管理 41. 7 6.9 o. 0 10.8 

品質管理 16. 7 17.2 20.8 18.5 

加工技術 16. 7 3.4 4.2 6.2 

マーケティング 8.3 27.6 20.8 21. 5 

広告宣伝 16. 7 10.3 12.5 12.3 

簿記財務 4t. 7 4l.4 4l.7 41. 5 

税金保険 25.0 10.3 12.5 13.8 

安全・法律 8. 3 10.3 0.0 6.2 

ニース調査法 8.3 10.3 0.0 6.2 

商品開発 25.0 3.4 O~O 6. 2 

人間関係 33.3 37.9 25.0 32.3 

経済学 16. 7 6.9 4.2 7.7 

行動心理 8.3 10.3 0.0 6.2 

出所:表2-3-1に同じ。

註:1)表2-3-1の註 1)と2註)に同じ。

2)回答率 30見以上はゴ、ンック体で示した。
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3.後継者育成の積極性別の育成方法

次に，後継者の育成方法について表 2-3ー 3に示す。全体としては， r日々活動」の

回答率は 35.4%と最も多い。また，後継者育成の積極性別に見ると，経営者能力が低く，

かっ農業従事者数と農産物販売額の両方とも低い「消極的」な経営者では， rしない」が

25.0%になり，いずれの育成方法に対しても回答率は低率である。「普通」では， r日々活

動」の回答率が 37.9%となっており， OJTを主な育成方法として重視する。それに対して，

経営者能力が高く，特に農業従事者数も多く，かっ農産物販売額の高額の「積極的」な経

営者になると， OJTである「日々活動」を重視するほか， r多様な体験」といった OFF・JT

を育成方法として重視しながら， r海外研修」にも目を向けている。

4. 後継者育成の積極性別の育成上の課題

最後に後継者の育成上の課題について表 2-3-4に示している。全体で言えば，後継

者育成について「問題ない」としたのは 24.6%しかなく， 7割以上の経営が何らかの育成

課題を抱えている。「消極的」では「問題ない」が低い一方で， r無回答」の経営者が最も

多く，意識が低い。一方， r普通」では「資金余裕無」と「時間余裕無j の回答率が高い。

それに対して， r積極的」では， r必要無」が高いものの， r資金余裕無Jと「時間余裕無」

「問題無」との回答率も高率である。
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表 2-3-3 後継者育成積極性別の育成方法

単位:%， 0内は調査サンプノレ数

みFTt
積極的経営 普通の経営 消極的経営

平均
(n=12) (n=29) (n=24) 

行わない O. 0 27.6 25.0 21. 5 

日々活動 50.0 37.9 25.0 35.4 

多様体験 58.3 17.2 12.5 23. 1 

法人研修 8.3 6. 9 O. 0 4.6 

他産研修 8.3 10.3 16. 7 12.3 

研修参加 25.0 24. 1 O. 0 15.4 

独自研修 8. 3 3.4 4.2 4. 6 

海外研修 41.7 3.4 O. 0 9.2 

他 O. 0 O. 0 O. 0 0.0 

出所:表 2-3-1に同じ。

註:1) 表 2ー 3-1の註 1)と2註)に同じ。

2) 回答率 30泊以上はゴシック体で示した。

表 2-3-4 後継者育成積極性別の育成上での課題

単位:%， 0内は調査サンプノレ数

孟認竺
積極的経営 普通の経営 消極的経営

平均
(n=12) (n=29) (n=24) 

問題無 41. 7 34.5 4.2 24.6 

時間余裕 33.3 20. 7 8.3 18.5 

資金余裕 16.7 20.7 16. 7 18.5 

指導者無 0.0 3.4 0.0 1.5 

研修先無 0.0 10.3 8.3 7.7 

方法知らず O. 0 10. 3 8.3 7.7 

育成すべき後継者無 16. 7 6.9 8.3 9.2 

移動 8.3 0.0 0.0 1.5 

必要無 25.0 6. 9 25.0 16.9 

無回答 O. 0 10. 3 33.3 16.9 

出所:表 2-3-1に同じ。

註:1)表 2-3-1の註 1)と2註)に同じ。

2) 回答率 30見以上はゴシック体で示した。
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このように，後継者育成が積極的になるほど，後継者育成の研修項目と方法は「作業管

理・簿記財務+日々活動Jから， i生産技術・人間関係・簿記財務+日々活動・研修参加j

へ，さらに「計画作成・労務管理・簿記財務+日々活動・多様体験・海外研修」に展開す

る。また， i資金余裕無Ji時間余裕無Ji指導方法知らずJなどといった後継者育成の課題

は，いずれの経営者も抱えている。

第4節小括

本章では，日本の農業法人と認定農業者を対象としたアンケート結果の分析を通して，

農業経営における後継者育成の積極性と育成実態の関係について，後継者育成に対する取

り組み程度，影響する要因，育成内容を焦点に検討した。検討結果を要約すると，次の通

りである。

第 1に，後継者育成に対して積極的ではない経営者が多いようである。しかし，経営者

能力が高いほど，農業従事者数が多いほど，及び農産物販売額が大きいほど，積極的に取

り組む経営者が多くなっている。

第2に，後継者育成は，経営者能力と農業従事者数及び農産物販売額などが増えること

によって，積極的に取り組むことになるが，特に経営者の能力が後継者育成の育成方法に

大きく影響を与えると言える。

第3に，後継者育成に消極的な経営では作業や経営の基本的な研修と， OJTが中心であ

るのに対して，積極的な経営では，経営者に必要な能力をトレーニングするようなメニュ

ーを施している傾向が指摘できる。そのために，消極的な経営に対して農作業や農業機械

操作に習熟させるといった日常的な労務管理を習得できる研修の場の支援が必要で、あるの

に対して，積極的な経営に対しては経営管理能力などの訓練や指導能力の向上に関わる支

援が重要である。

第4に，育成の積極性に関係なくいずれの経営においても後継者育成の課題として， i時

間余裕無J，i資金余裕無J，i指導方法知らず」を挙げており，後継者育成に対して多くの

課題を抱えている。

本章の冒頭で述べたように，日本の農業経営において，多くの経営が収益の低下に伴い，

後継者育成を重視しなくなっている。しかし，経営のさらなる展開・発展にとって，次代

の経営者となる後継者の経営管理能力の向上を育成することは重要である。そこで，経営
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者の指導能力と後継者育成に対する認識の向上をサポートする社会的な仕組み，及び農業

経営に対する資金市場の環境整備が必要であると思われる。
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註釈

註 1)林[10]より引用参照。

註 2)八代[11]より引用参照。

註 3)木村と八代による『現代農業のマネジメント』と『人的資源管理』に関する農業経

営者の経営者能力と一般経営における育成組織の分業に関する議論を参考にして，

本研究では，農業経営者の経営者能力が後継者育成に直接重要な影響を与えるとす

る。

註 4)木村による『現代農業のマネジメント』に関する企業形態分類基準の議論を参考に

して，本研究では，経営の規模を示す指標として農業従事者数と農産物販売額が後

継者育成に影響を与えるものとする。

註 5)説明する変数X1""'-'X5の相関係数はー0.20""'-'0.75となっているため，深刻な「マル

チコ」問題が生じないと考える。
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第3章 農企業における後継者育成に関する中日比較

第1章では，中国の農企業において後継者育成に対して取り組む活動は高能力の経営者

に積極性が見られることが明らかになった。また，第2章では，法人経営を含めて日本の

農業経営において後継者育成の取り組みは特に経営者能力が後継者育成に大きく影響を与

えることが明らかとなった。本章では第 1章と第2章で中国の農企業経営と日本の農業経

営を別々に対象として明らかにした後継者育成の取り組み結果を踏まえ，中国・日本間で

農企業の後継者育成に関して比較検討を行う。日本の法人経営との比較から中国の農企業

の経営者能力と後継者育成との関係を明らかにし，中国の農企業の後継者育成システムを

考えるための知見を得ることを本章のねらいとする。

前述したように、農業経営を取り巻く環境が劇的に変化している今日，中国農業を支え

る担い手として企業的な経営が期待されている。中国の農企業の設立は 1990年代の初めに

始まり，約 20年を経過した現在，一部の経営は創業経営者の経営交代に直面している。経

営発展を左右する大きな要因が経営者能力によると言われるように，経営交代期にある経

営にとっては次期の経営者となる後継者の能力を高める後継者育成問題が一層重要な問題

となっている。

一方，日本の農業経営も同様に経営継承・後継者育成問題を抱えている。特に法人経営

では，経営管理に関わる技能・知識や姿勢など，経営者に要求される経営者能力は多様で

あり，それを後継者に把握させるための育成行動が重視されつつある。

後継者育成の調査研究は，梅本[2]，迫田 [5][6]等に代表されるように日本において

すでに様々な視点から研究されている。しかし，両国における後継者育成に関する調査研

究は見られない。そこで。日本との比較を通じて，当該分野の研究の国際化を図ることが

本章の課題である。

第 1節 分析方法と分析データ

本章の分析視点は以下の通りである。まず，中国の農企業と日本の法人経営に対して調

査したサンプルの経営概況及び経営者・後継者の概況を明らかにする。そして，両国にお

ける調査サンフ。/レ全体には後継者育成に違いが見られるかどうかを検討する。さらに，経

営者能力高低別による経営後継者育成に関して中日比較し，両国における経営者能力と後
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継者育成との関係を分析する。

本章の分析に当たっては，中国側のデータについては第1章と同様に吉林省の農企業を

調査対象とした 58サンプルを用い，比較とする日本の法人経営のデータに関しては，第2

章の調査データから 34の法人経営サンプノレを取り上げて比較データとする。

既に述べたように，中国の吉林省は中国の東北部の中部に位置し，農業生産の自然条件

に恵まれるため中国の主要な食糧生産地と言え，中国の農業大省である。近年，農業経営

の企業化が次々に展開して注目される地域である。

一方，日本の法人経営のデータは岩手アグリフロンティアスクールの第3期の受講生を

対象としている。同スクーノレは国立大学法人岩手大学と岩手県担い手育成総合支援協議会

が主催した農業経営者を主に受講対象とした社会の食ニーズ対応型社会再教育プログラム

事業であり，受講生の多くは岩手県の先進経営の代表であると位置づけられる。

第 2節 両国における調査経営の概況

両国における調査経営の概況を表 3-2-1に示している。

中国の農企業の 1経営当たり平均は経営者年齢 45歳，後継者年齢 36歳，従事者数 94

人，農産物販売額 4，378万元，従事者1人当たり農産物販売額47万元である。日本の法人

経営の 1経営当たり平均は経営者年齢 52歳，後継者年齢 34歳，従事者数 9人，農産物販

売額7，762万円，従事者 1人当たり農産物販売額 862万円である。

サンプノレの概況を中日比較すると， 1経営当たり平均経営規模(従事者数及び農産物販

売額)から見た中国の農企業は日本法人よりはるかに大規模であるが，経営効率(従事者

1人当たり農産物販売額)は逆に日本法人の方が中国の農企業より高い。
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表3-2-1 調査経営の概況

調査対象国 中国の農企業 日本の法人経営

及び 吉林省の 岩手アグリフロンティアスクール

調査概要 対象経営 吉林市・延辺州、i・公主嶺市 受講生

調査実施年・月 2010年3月-6月 2009年 1月

調査サンプル数 58 34 

経営者年齢(歳)
45 52 

36 34 

1経営
後継者年齢(歳)

94 9 
従事者数(人)

当たり
農産物販売額(万元・万円)

平均
従事者1人当たり

4， 378万元 7，762万円

農産物販売額(万元・万円)
47万元 862万円

500万元未満 27社 (46.6%) 3，000万円未満 10社 (29.4%)

500万元-2，000万元 9社 (15.5%) 3，000万円-5，000万円 8社 (23.5%)

農産物販売額別 2，000万元-10，000万元 B社 (13.8%) 5，000万円-10，000万円 5社 (14.7%)

10，000万元以上7社 (12.1%) 10，000万円以上6社 (17.6%)

経営規模 未記入7社 (12.1%) 未記入5社 (14.7%)

50人未満30社 (51.7%) 5人未満 14社 (41.2%) 

従事者数別
50人-100人 14社 (24.1%) 5人-10人 13社 (38.2%)

100人-200人10社 (17.2%) 10人-30人4社 (11.8%) 

200人以上4社 (6.9%) 30人以上 3社 (8.8%)

稲作 10社 (17.2%) 20社 (58.8%)

作業受托 8社 (23.5%)

麦・いも・豆 1社 (20.6%)

トウモロコシ 12社 (20.7%)

露地野菜 9社 (26.5%)

施設園芸 4社 (6.9%) B社 (23.5%)

酪農 2社 (5.9%)

経営類型 肉用牛 4社 (6.9%) 4社(11.8%) 

養豚 9 宇土 (15.5%) 6社 (17.6%)

養鶏 B社 (13.8%) 2社 (5.9%)

チョウセンエンジン l社(1.7%) 

ほカミ 10社 (17.2%) 15干土(44.1%)

出所:中国側の調査データに関しては 2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した「農業経営者アンケー
ト調査Jの 58サンプノレによる。日本側に関する調査データについては， 2007年に設立された農業

経営者再教育の組織である岩手アグリフロンティアスクーノレの第3期受講生を対象として， 2009 

年 1月に実施した「農業経営者アンケート調査Jの 34サンプルによる。

註:中国の農企業における従事者1人当たり農産物販売額は 611万円 (2010年 6月末の時点にお

いて，人民元と円の換算レートは約 1: 13) である。
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両国における調査経営の経営者・後継者の概況を示しているのが表 3-2-2である。

まず，経営者年齢を見ると，両国ともに 50歳代が最も多く，中国 34.5%と日本 29.4%

を占めているが，日本では 60歳代以上も約 3割を占め (60歳代と 70歳代の経営者が全体

の 29.4%を占める)，経営者の高齢化が中国より進んで、いる.後継者年齢を見ると，中国

では 30歳代'"'-'40歳代の占める割合が 6割以上であり，日本では 30歳代の割合が最も高く

て3割近い一方， 50歳代の後継者も存在する.

両国における経営交代を行う予定年代についてみると，中国の農企業の経営交代を行う

予定年代に関しては回答した 29社の中 12015年までJが 19社の 65.5%となり，日本の法

人経営の経営交代を行う予定年代に関しては回答した 14法人経営の中 12015年まで」が

8法人の 57.2%となった。このことから，両国ともに 5年以内に 6割前後が経営者の交代

を実施しようとしており，両国において後継者育成問題が喫緊の課題であることが明らか

である。

そして，後継者選定別を見ると， 1既に選定している」が日本の法人経営で 76.5%と中

国の農企業で 72.4%と，ほぼ同率で7割以上と答えている。

続いて，選定した後継者属性の内訳を見ると，日本の法人経営左中国の農企業とで大き

く異なる点が見られる。日本の法人経営では「子Jが65.4%と半分以上である。これは法

人経営といってもその内実は多様であり，伝統的な家族経営と変わらない認識で経営資産

を家業として「子」に継承してほしいと考えている経営者が多いと考えられる。しかし，

その一方で， 1共同設立者J1親族外雇用者」と答えた回答率がそれぞれ 7.7%であり， 1子」

にこだわらず，家業継承を越えて経営継承として継いでほしいと考える経営者が少数では

あるが存在することも明らかになった。それに対して中国の農企業では， 1共同設立者」と

答えた経営が最も多く 50.0%半分を占め， 1親族外雇用者J28.6%を合わせると 8割近く

となっている。一方で「子」と答えた回答率は 7.1%とかなり低率を示した。それは中国

の農企業における設立経緯が影響しているほか，経営発展スピードの速さが経営者の認識

にも影響していると考えられる。

まだ選定していないが希望としてどのような後継者に継承してもらいたいのかという

質問について，中国の農企業では，上述した選定した後継者属性の内訳と同様な傾向が見

られる。つまり「共同設立者」と「親族外雇用者」と答えた回答率は合わせて 7割近くに

達している。
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表3-2-2 調査経営における経営者・後継者及び経営交代予定の概要

主な項目 中国農企業 日本の法人経営

30歳代 18人 (31.0%) 6人 (17.6%)

40歳代 18人 (31.0%) 7人 (20.6%)

50歳代 20人 (34.5%) 10人 (29.4%)
経営者年齢

60歳代 2人 (3.4%) 9人 (26.4%)

70歳代 1人 (3.0%)

未記入 l人(3.0%) 

後継者を選定した 42社により 後継者を選定した 26社により

10歳代・ 20歳代 2人 (4.8%) 6人 (23.1 %) 

30歳代 17人 (40.5%) 8人 (30.8%)
後継者年齢

40歳代 10人 (23.8%) 1人 (3.8%)

50歳代 2人 (7.7%) 

未記入 13人 (31.0%) 9人 (34.6%)

回答した 29サンプルにより 回答した 14サンプノレにより

2015年まで 19社 (65.5%) 8法人 (57.2%)
経営交代年代

2016 年~2019 年 6社 (20.7%) 5法人 (35.7%)

2020年以降 4社 (13.7%) l法人 (7.1 %) 

既に選定した 42社 (72.4%) 26法人 (76.5%) 

後継者選定別 選定していない 16干土 (27.6%) 

後継者いない 8法人 (23.5%)

子 3社 (7.1 %) 17法人 (65.4%)

親族 0社 (0.0%)

既に後継者選定 共同設立者 21社 (50.0%) 2法人 (7.7%)

(後継者属性) 親族外雇用者 12社 (28.6%) 2法人 (7.7%) 

来記入 6社 (14.3%) 5法人 (19.2%)

子 1社 (6.3%)

親族 l宇土 (6.3%) 
選定していない

共同設立者 7社 (43.8%)
(後継者希望)

親族外雇用者 4干土 (25.0%) 

未記入 3社 (18.6%)

出所:表3-2-1に同じ。
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第3節 後継者育成の比較

表 3-3-1は，中国の農企業と日本の法人経営との聞で，後継者育成の質問項目で比

較したものである。まず，「 I.研修項目Jをみると，中国の農企業は「情報収集JI組織

再編JI品質管理JI加工技術JIニーズ、調査JIネット活用JI作業管理JI安全・法律JI広

告宣伝JI商品開発j で日本より有意に高い。続いて，「E.育成方法j を見ると，中国の

農企業は「自ら経験JI先進経営研修JI日々活動Jで日本より有意に高い。さらに， fE.

育成上での課題」でも，中国の農企業は「資金余裕無JI指導者無JI移動心配JI方法無J

で日本より有意に高い。

また，他の項目においても総じて中国の方が高く，中国の農企業の経営者の意識の高さ

が伺えよう。そして，この結果は，中国経済が成長期にあることの影響と言えよう。一方，

中国の農企業では多種多様な育成上での課題を持つ。「資金余裕無JI指導者無」のような

課題には単に経営者が取り組んで済むことではなく，社会的な支援システムが要求される。

さらに「労務管理」や「海外視察j など，日本の法人経営を参考すべき知見も多い。
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表3-3-1 後継育成に関する中日比較

中国農企業 日本の法人経営
検定

n=58 n=34 

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 43.1 5.9 キキ*

②インターネットの活用法 31. 0 8.8 ** 
③経営計画の作成方法 37.9 29.4 

@経営・組織再編の方法 25.9 2.9 *キ*

⑤作業管理の技術・方法 41. 4 17.6 *キ

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 32.8 23.5 

⑦労務管理の方法 22.4 23.5 

③品質管理の技術・方法 51. 7 17.6 *** 
@加工の技術・方法 36.2 8.8 *** 
⑮7 ーケテイングの知識 29.3 23.5 

@広告・宣伝の方法 24.1 8.8 * 
⑫簿記・財務・会計管理の方法 41. 4 29.4 

⑬税金、保険、年金に関する知識 15.5 14.7 

⑭経営や食の安全に関する法律 31. 0 11. 8 ** 
⑬市場や消費ニーズ調査の方法 36.2 8.8 *** 
⑬商品開発の技術・方法 32.8 14.7 * 
⑫人間関係、人付き合いの方法 31. 0 41. 2 

⑮経済学や社会学の知識 15.5 11. 8 

⑬行動科学や心理学の知識 6.9 8.8 

II.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 58.6 38.2 * 
②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 46.6 23.5 ** 
③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 31. 0 11. 8 ** 
④他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 19.0 8.8 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 25.9 17.6 

⑥専門学校築後継者育成プログラムで教育している 6.9 5.9 

⑦海外視察、海外研修をさせている 13.8 23.5 

皿.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない 29.3 23.5 

@能カ開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 43.1 14.7 *** 
③指導してくれる人がいない 29.3 2.9 *** 
@指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない 15.5 5.9 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず 13.8 2.9 * 
⑥能力開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない 8.6 5.9 

⑦せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する 29.3 2.9 *** 
③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 5.2 8.8 

出所:中国側の調査データに関しては 2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した「農業経営者アンケ
一ト調査」の 58サンプルによる。日本側に関する調査データについては， 2007年に設立された

農業経営者再教育の組織である岩手アグリフロンティアスクーノレの第 3期受講生を対象として，

2009年 1月に実施した「農業経営者アンケート調査Jの34サンプルによる。

註: r検定Jはχ2検定の結果であり，紳*，料， *はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意である

ことを示す。
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第4節 経営者能力高低別による後継者育成の比較

前節では，中日両国の対象サンプル全ての平均で比較した。第 1章第3節で中国におい

て経営者能力の高低による違いが確認されており、中日比較も注目される。表3-4-1

は後継者育成について低能力聞と高能力間で中日比較したものである。まず，両国におけ

る高能力経営の比較をみると，「 I.研修項目Jと fIII.育成上での課題Jでは，先の結果

と同様に中国の農企業の方が高く，「E.育成方法Jでは，両国に差がない。そして，低能

力経営では，「E. 育成方法」では差がなく，「 I.研修項目」と fIII.育成上での課題」

でも，有意差が認められた項目はわずかで、あった。これらの比較結果から，両国における

後継者育成重視の差異は特に高能力経営によることが明らかになった。
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表3-4-1 経営者能力高低別における後継者育成の中日比較

低能カ (3点及び以下) 高能力 (6点及び以上)

中国農企業 日本法人
検定

中国農企業 日本法人
検定

n=l1 n=17 n=15 n=l1 

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 0.0 5.9 60.0 9.1 

②インターネットの活用法 9.1 17.6 40.0 。。
③経営計画の作成方法 9.1 11. 8 60.0 45.5 

@経営・組織再編の方法 18.2 0.0 * 33.3 9.1 

⑤作業管理の技術・方法 36.4 23.5 66.7 9.1 

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 0.0 23.5 *←) 26.7 27.3 

⑦労務管理の方法 0.0 0.0 20.0 45.5 

③品質管理の技術・方法 45.5 5.9 ** 60.0 27.3 

⑨加工の技術・方法 9.1 0.0 46.7 27.3 

⑮マーケティングの知識 18.2 17.6 46.7 36.4 

@広告・宣伝の方法 9.1 5.9 53.3 9.1 

⑫簿記・財務・会計管理の方法 9.1 11. 8 40.0 54.5 

⑬税金、保険、年金に関する知識 0.0 。。 13.3 36.4 

⑬経営や食の安全に関する法律 9.1 11. 8 33.3 9.1 

⑬市場や消費ニーズ調査の方法 9.1 0.0 46.7 27.3 

⑮商品開発の技術・方法 9.1 5.9 46.7 36.4 

⑪人間関係、人付き合いの方法 27.3 41. 2 26.7 54.5 

⑬経済学や社会学の知識 18.2 5.9 20.0 18.2 

⑬行動科学や心理学の知識 0.0 0.0 20.0 27.3 

TI.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている 45.5 23.5 60.0 54.5 

②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている 18.2 5.9 60.0 36.4 

③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている 9.1 11.8 46.7 18.2 

@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている 9.1 0.0 20.0 18.2 

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 18.2 11. 8 46.7 36.4 

⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している 0.0 5.9 20.0 9.1 

⑦海外視察、海外研修をさせている 9.1 5.9 40.0 45.5 

ill.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない 0.0 17.6 40.0 18.2 

②能カ開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 18.2 17.6 40.0 0.0 

③指導してくれる人がいない 18.2 0.0 * 13.3 9.1 

@指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない 18.2 5.9 6.7 9.1 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず 18.2 0.0 * 0.0 。。
⑥能カ開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない 9.1 5.9 13.3 。。
⑦せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する 9.1 0.0 40.0 。。
③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない 9.1 11. 8 6.7 0.0 

出所.中国側の調査データに関しては 2010 年 3 月 ~6 月に中国吉林省で実施した「農業経営者アンケート調査J
の 58サンプルによる。日本側に関する調査データについては， 2007年に設立された農業経営者再教育の組

織である岩手アグリフロンティアスクールの第 3期受講生を対象として， 2009年 1月に実施した「農業経営

者アンケート調査Jの 34サンプルによる。

註: 1)日本の法人経営の経営者能力点数の評価は中国の農企業と同様な 10の個別能力項目による。経営者能力の

平均は 4.4点である。

2)経営者能力高低別は中国農企業及び日本法人経営に対してともに，最頻値(モード)及び次頻値の4~5
点を中能力として除き，能力 3点以下を低能力とし，能力 6点以上を高能力とする。

3) r検定Jはχ2検定の結果であり J ***，**，*はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で有意であることを示す。
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第5節小括

本章では中国の農企業と日本の法人経営を対象とし，後継者育成に関して実施した同一

のアンケート調査に基づいて，同分野における両国経営問で比較検討した。分析結果をま

とめると以下の通りである。

第 1に，後継者現状・属性などの考察から，日本の法人経営の 6割(既に後継者選定)

が「子」を後継者として選ぶことと，中国の農企業の 8割以上が「共同設立者Jと「親族

外雇用者」を後継者として選ぶという違いが見られる。

第2に，このような後継者属性の違いを踏まえた後継者育成で中日比較を行ったところ，

全体として中国の農企業は日本の法人経営より認識が高く，なんらかの育成上での課題に

直面しても多様な育成方法によって多種高次の研修項目を後継者に把握させている。

第3に，経営者能力の高低別でみたところ，高能力経営で中国が日本より後継者育成を

重視しており，後継者育成重視の差異は高能力経営によることが明らかになった。

第4に， r資金余裕無Jr指導者無Jr移動心配」など中国の農企業が日本の法人経営と

比べて多種の課題にも直面している。また， r労務管理」方法などを学び， r海外視察Jで

視野を広めるなど，日本の法人経営を参考にできる知見があると言えよう。

以上のことから，今後は中国の農企業に人材確保・役割分担に関わる就業条件などの整

備を要請し，また，経営者再教育システムのカリキュラム構成の検討が必要で、あり，さら

に資金面と指導面といった社会的に多種な支援システムも要求されよう。
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第4章 農企業経営の経営展開と後継者育成

一中国吉林省 2社の事例からー

第1章では，中国の農企業の特徴，経営者能力と後継者育成との関係を総合的に分析し，

後継者育成に対して取り組む活動は高能力の経営者に積極性が見られることが明らかにな

った。そこで，本章では，第 1章で明らかになった後継者育成に対して取り組む活動が高

能力の経営者で積極性が見られたという結果を踏まえ，経営者が行った後継者育成の取り

組みに注目し，中国の農企業経営における経営展開と後継者育成及び経営の更なる発展と

の関係を検証する。

これについて，吉林省の農企業2社の事例を取り上げる。 2杜はともにこれまで対象と

してきた 58のサンプル中から，企業活動開始から 10年間以上を経過し，その聞に創業経

営者交代があり，多角化を進めている，という 3つの条件を満たす農企業である。ここで

米を主軸とする農企業を官経営と称し，チョウセンニンジン製品の加工・販売を行う農

企業を TS経営と称する。経営展開とともに後継者育成に対する取り組みを分析し，後継

者能力の向上とともに経営の更なる発展との関係を明らかにする。

本章の分析視点は，以下のとおりである。まず第 1節では，対象とする吉林省の農企業

経営2社の経営概況を述べる。第2節では， 2社における経営展開過程を示すとともにそ

の特徴点を述べる。第3節では， 2社の創業経営者と後継者のプロファイノレを示しながら

それらの共通点を明らかにする。第4節では，経営発展を継続させる要因の 1つを経営後

継者の意思決定力の質的な向上であるとするアンゾフの意思決定理論に従い， 2社の特徴

的な経営行動と関連させた育成内容を考察する。第5節において，中国の農企業における

後継者育成の特徴を明らかにし，その現状と問題点を言及する。

第 1節 2社の経営概況

1. 2社の地理位置と位置づけ

図4-1-1は2社の地理位置を示しているものである。 TF経営がある G町は吉林省

中部の松搬平原に属する都市近郊にある。 G町が東経 126度と北緯 44度に位置し，北海

道と同様な緯度であり，積算温度は 3000度前後である。松花江が同地域を貫流して水力資

65 



源に恵まれ，歴史的に優良な稲作地域である。 TS経営は吉林省東部の T市にある。接近

する長白山脈はチョウセンニンジンの成長に適する経度・緯度条件， 土壌条件，気候条件

などを揃え， 中国のチョウセンニンジン生産量の1/2程度が同地域の作付けによる。
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図4ー 1-1 調査経営の地理位置(言林省の地図)

表4-1-1は2社の事業内容・経営展開方向など経営の取り組みの特徴を示している

ものである。近年の中国では GDP成長率が年平均 10%を超えており，人々の生活水準が

年々高くなり，消費意識も変わりつつある。 こうした変化の中，消費者は安全・安心，健

康的な商品を求めるニーズがあり，経営側ではマーケティングを意識しながら顧客のニー

ズに応じた商品を提供しようとしている。このような中， TF経営は高品質米の加工におい

て優位性を有し， 2005年から中央政府に向けて有機米を提供し始め，また，園内の中高所

得層の消費者をターゲットとしている。対して， TS経営は吉林省のチョウセンニンジン加

工企業の中で「健康食品 GMPJ認定企業として，チョウセンニンジンの二次加工を中心に

製品差別化の展開に取り組んでいる註1)。
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表4-1-1 調査経営の位置付け

地理位置 事業内容 経営展開方向 主な認定 ターゲット市場

吉林省の 有機と緑色 米加工を中心に 「中緑華夏有機 圏内大都市の

TF経営 中部 米の加工 6次産業化の 食品認定中心 中高収入階層

(吉林市) 販売 展開 神植基地J 100%を圏内販売

t チョウセンニン
吉林省の チョウセン

ジンの二次加工 「保健食品 80%を東アジア
TS経営 東部 ニンジンの

を中心に製品 GMP認、書」 に向けて輸出する
(図1fJ市) 加工・販売

差別化の展開

出所:聞き取り調査より。

2. 2社の経営概況

表4-1-2及び表4-1-3は2社の経営概況と経営の特徴を示したものである。

TF経営は現在の経営者LY氏の父親が 1998年に「米加工の小工場」として発足した後，

2010年 3月現在， TF米業と TF観光農園の 2社で、グループp経営を形成している。契約稲作

農家約 5，000戸(耕地面積 4，380ha) と所有耕地面積約 600haである。資本金は 4，000万

克，売上高は約 1億 7，000万元，従業員は約 540名である。主な事業として米の栽培・加

工，畜産飼養，観光農園を 3本柱とする。稲作栽培からそれを原料とする米加工，さらに

自ら販売して，また，資源循環利用を含む畜産飼養，さらに観光農固まで取り組んで、いる

6次産業を展開する農企業である。

同経営のアイテムは， i有機米の中央特供系列J， i阿福送米の緑色米系列J，i仲秋・春

節などの佳節系列Jなど，緑色加工米と有機加工米からなる。主な商品は年当たり加工生

産量 10万トンに及ぶ主力商品の「大荒地」ブランドであり，中国大中都市の中高所得層を

ダ}ゲットとして全国に独自な販売ネットを有している。

TS経営は現在の経営者P氏の父親が 1999年に同僚5人と共同で国営企業だった同企業

を買収し， 2000年に有限会社として設立した。 2007年に営業部を分社化し，グルーフ。経営

として運営し始めた。事業内容は，主にチョウセンニンジンの加工・販売であるが，一次

加工，二次加工，健康保健製品，日常製品の化粧品を含む4種類 30アイテムの加工製品を

製造し，その 80%を日本・韓国を含む東南アジア向けに輸出している。 2010年 3月現在，
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資本金は 450万元，売上高 3，800万元，常時従業員は約 100名である。

表4-1-2 調査経営の概況

項目 TF経営

現在経営者
LY氏 (43歳)

(年齢)

立地条件 平原，都市近郊

設立年 2000年

資本金 4，000万元

従事者 540名

稲作栽培，畜産飼養(種鶏飼養，養豚)
事業内容

米加工・販売，観光農園

米加工能力 10万トン
加工生産量

養豚5千頭，種鶏4万セット

l億 7，000万元，内訳:

米加工 1億 2，000万元 (70%) 
売上高

畜産飼養 3，000万元 (18%) 

観光農園 2，000万元 (12%) 

出所:2010年 3月に実施した聞き取り調査と同 2社資料より。

註:従事者，加工生産量，売上高は 2009年のものである。
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TS経営

P氏 (35歳)

中山間地域，小都市

2000年

450万元

常時 100人，多忙期パート 400名

チョウセンニンジン製品の加工・販

売

チョウセンニンジン製品 400トン

チョウセンニンジンエキス 100トン

(原料として水チョウセンニンジン

3，500トン)

3，800万元，内訳:

チョウセンニンジン一次加工

1，520万元 (40%) 

チョウセンニンジン二次加工・他

2，280万元 (60%) 



表4-1-3 調査経嘗の経営特徴

TF経営 TS経営

創業経営者 現在経営者LY氏の父親L氏 現在の経営者P氏の父親PJ氏

事業多角化 米の栽培・加工・販売、 チョウセンニンジンの二次加工を

の特徴 畜産飼養、観光農園を 3本柱 中心として製品の加工・販売

有機米と緑色米: チョウセンニンジンの一次加工

主な製品 「有機米の中央特供系列J 二次加工、健康保健製品

アイテム 「阿福送米の緑色米系列J 日常製品の化粧品

「仲秋・春節等の佳節系列」 4種類 30アイテム

独自ブランド 「大荒地j 2004年登録 「峰泉j 2006年登録

ダーゲット

中国大中都市の中高所得層消費者 80%を東南アジアに向けて輸出
方向

出所:表4-1-2に同じ。
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第2節 2社の経営展開

経営展開の特徴として，事業展開方向，組織構成の変遷と運営，事業展開と組織拡大に

対応できる経営管理能力について示すとともに，意思決定力をどのようにして経営後継者

に段階的に形成させたかを見る。

1. TF経営の経営展開

表4ー 2-1は宵経営における経営展開の推移を示している。 1998年に「米加工の小

工場」として発足した後， 2000年に TF米業有限会社へ，さらに 2007年に TF観光農園を

設立し， 2010年現在， 2社でグループρ経営を形成している。発足当初従業員は親戚関係を

中心にした 10人だった。その後，事業拡大に伴って優秀な人材を従業員として雇い入れた。

従業員は約 54倍に増加し，売上高も約 80万元から約 1億 7，000万元まで 200倍以上に伸

ばしてきた。経営者交代は 2007年に TF観光農園を設立してグループ経営を形成すること

を契機とした。同経営は契約農家からの籾の買い付けによる米加工を柱に出発し，そこか

ら購入した国営農場を有機栽培の基地として基盤整備・改良を行い，契約農家数と契約耕

地面積を拡大させた。さらに，資源循環利用の観点から畜産飼養を開始し，環境保全農業

へと進出している。
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同経営における事業展開・組織構成の変遷と役割担当を表4-2-2で示している。ま

ず， r米加工の小工場J の時期 (1998~1999 年)では，創業経営者 L 氏が 1 人でほとんど

の役割を担当した。 LY氏は経営後継者と目されるが経験が浅いため，まだ管理能力を身に

つける時期だった。その後，販売好調により加工能力を拡大させるために 2000年に有限会

社を設立し，加工設備を更新し，意欲・能力ある人材を従業員として採用し，組織構成も

整備し始めた。この時期 (2000~2002 年)には， L 氏の総括管理のもとに LY 氏は渉外と

営業を担当し，能力を高める。そして， 2002年から同経営が有機栽培基地の基盤整備と改

良に着手し始め，約 3年後の 2004年末に有機認定「中緑華夏有機食品認定中心基地」を取

得し，さらに資源循環利用を目的に 2005年から豚・鶏の飼養を展開し始めた。この時期

(2002~2007 年)では，有機・緑色米の加工のみから原料自社栽培にも拡大し，また有機

耕地の整備，事業を拡大した時期であり，重大な経営意思決定が L氏と LY氏の 2人の合

意で、行われた時期で、あった。 2007年に観光農園をスタートしてグループ経営を形成したが，

その時点で創業経営の L氏は 70歳を目前とし，経営管理に関して一切関与しないと表明

し，経営者交代を行った。
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2. TS経営の経営展開

TS経営はチョウセンニンジンを原料とする製品二次加工を中心に製品差別化を目指し

て経営を展開している。経営展開の推移を示したのが表4ー 2-3である。 1999年に前経

営者の PJ氏を中心に設立された同経営は， 2000年に中韓合資 TS有限会社へ， 2007年に

営業部門の分社化による 2社でグループ経営を形成する。設立以降，常時従業員数はあま

り変わらないが，工場面積は2，600平方メートノレから 50，000平方メートノレまで約四倍に，

加工生産量は 50トンから 500トンまで約 10倍に，売上高は 500万元から 3，800万元まで

約 8倍に成長してきた註2)0 2007年に営業部門の分社化を契機として経営者交代を行った。

事業面での特徴は製品の二次加工を中心とした独自ブランド「峰泉」を使った約 400ト

ンのチョワセンニンジン加工製品の輸出戦略にある。そのため加工生産技術の改良と GMP

工場を建設している。 2002年に吉林省専門機構から「紅チョウセンニンジン加工新技術専

門家論証」が認定され， 2004年に「保健食品 GMPJ認証を受けている。
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表
4

-
2

-
3

T
S
経

営
に

お
け

る
経

営
展

開
の

推
移

経
営
形
態

加
工
技
術
特
徴

年
代

重
要
な
事
項

従
業
員

販
売
額

(
名
)

(
人
民
元
)

19
98

年
国
営
企
業

10
0 

50
0
万

国
営
企
業

一
次
加
工
段
階

以
前

(
1
 )

 
19
98

年
国
営
チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
企
業
を
改
革
し
始
め
た
。

50
0
万

19
99

年
民
営
企
業
に
転
換
し
た
。

50
0
万

20
00

年
中
緯
合
資

TS
有
限
会
社
設
立

プ
ラ
ス

チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
二
次
加
工
を
開
始
し
た
。

1，
00
0
万

二
次
加
工
段
階

「
紅
チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
ン
」
生
産
技
術
の
改
造
，

(
1
+
2
)
 

20
01

年

有
限
会
社

20
02

年
「
紅
チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
ン
加
工
新
技
術
専
門
家
論
証
」
の
認
定

1，
50
0
万

(
企
業
経
営
)

プ
ラ
ス

保
健
製
品
段
階

20
03

年
1，
20
0
万
元
を
投
資
し
て

2，
49
0
平
方
メ
ー
ト
ル
の

r
G
M
P
J

工
場
を
建
築

2
0
0
4
年

保
健
食
品
認
定
「
健
康
食
品

G
M
P
J

を
獲
得
し
た
。

2，
40
0
万

(
1
+
2
+
3
)
 

20
05

年
化
粧
品
を
開
発
し
，

「
峰
泉
」
ブ
ラ
ン
ド
が
知
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

20
06

年
3，
00
0
万

プ
ラ
ス

化
粧
品
段
階

20
07

年
営
業
部
を
分
社
化
し
て

Y
市
に
移
し
た
。

分
社
化
に
よ
る

(
1
+
2
+
3
 

20
08

年
20
07

年
6
月
に
「
峰
泉
」
直
売
所
を
オ
ー
プ
ン
し
た
。

3，
35
0
万

グ
ノ
レ
}
プ
経
営

+
4
)
 

10
0 

20
09

年
創
業

10
周
年

ノ
号
ー
ト

40
0

3 ，
80
0
万

出
所
:

2
0
1
0
年

3
月

に
実

施
し

た
聞

き
取

り
調

査
と

T
S
経
営
資
料
よ
り
。

註
:

1
)
 
(
1
)

は
チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
一
次
加
工
，

(
2
)

は
チ
ョ
ウ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
二
次
加
工
，

(
3
)

は
チ
ョ
ワ
セ
ン
ニ
ン
ジ
ン
保
健
品
加
工
，

(
4
)

は
チ

ョ
ワ

セ
ン

ニ
ン

ジ

ン
化
粧
品
生
産
を
指
す
。

2
)

チ
ョ

ウ
セ

ン
ニ

ン
ジ

ン
加

工
生

産
技

術
の

専
門

性
が

高
く

，
そ

れ
を

把
握

で
き

る
ま

で
長

年
間

の
仕

事
経

験
が

必
要

で
、

あ
り

，
従

っ
て

，
同

経
営

で
は

常
時

従
業

員
は

変
わ

ら
な

い
一

方
，

加
工

シ
ー

ズ
に

な
る

と
パ

ー
ト

を
雇

う
と

い
う

。

3
)

こ
の

1
0
年

間
で

は
，

工
場

面
積

は
2
，
6
0
0
ni
'か
ら

5
0
，
0
0
0
 ば

ま
で

約
四

倍
に

，
加

工
生

産
量

は
5
0
万

ト
ン

か
ら

5
0
0
万

ト
ン

ま
で

約
10

倍
に
拡
大
し
た
。



事業展開・組織構成の変遷と役割担当を表4-2-4で示している。まず，国営企業の

買収による民営化の初期 (1998'"'-'1999年)では，一次加工のみで， PJ氏が経営者であり，

後継者の P氏は従業員として働いた時期であった註3)0 2000年に韓国の企業と合資して TS

有限会社を設立し，韓国から先進的な加工技術を導入し，チョウセンニンジンの二次加工

技術ができるようになり， i紅チョウセンニンジンJに対する技術改良に取り組む。この時

期 (2000'"'-'2002年)では，構成員合意のもとに P氏を後継者候補として，チョウセンニン

ジン加工企業として最重要な加工技術を把握させようとした時期である。 2004年に同経営

は 1，200万元を投資して 2，490平方メートルの GMP工場を建築し，チョウセンニンジン

保健食品まで加工できる段階に至った。さらに，化粧品を開発し始め， 2006年に自社産の

チョウセンニンジン製品を独自「峰泉Jブランドで商標登録し，積極的な高付加価値化に

取り組む時期である。この時期 (2004'"'-'2006年)では，加工能力と加工レベノレの向上によ

り独自の販売方式の重要性が高まり，それに対応するため販売チームと販売網の形成を P

氏に任せた。その結果， 2007年に営業部門を分社化し，同部門を交通の便が良い延辺州政

府の所在地である Y市に移した。それは販売を重視するだけでなく，地域対応の窓口，ア

ンテナショップなどの位置付けも持っている。同時に， PJ氏は経営者の地位を P氏に譲

り，助言者の立場になった。
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表
4

-
2

-
4

T
S
経

営
の

事
業

展
開

・
組

織
構

成
の

変
遷

と
役

割
分

担

経
営

発
展

区
分

組
織

構
成

役
割

分
担

主
な
事
業
展
開

経
営

交
代

時
期

時
期
区
分

年
代

組
織

構
成

区
分

創
業

経
営

者
後

継
者

創
業

段
階

1
9
9
8
~
 

組
織

整
備

簡
単

化
期

総
括

管
理

従
業

員
と

し
て

民
営
化
初
期

19
99

年
一

次
加

工
の

み
働

く
時

期

経
営

基
盤

技
術

改
良

で
後
継
者
と
し
て

2
0
0
0
~
 

二
次
加
工
が

組
織

整
備

ひ
な

型
期

総
括

管
理

加
工

技
術

拡
張
初
期

20
02

年
で
き
る

を
習
得
さ
せ
る
時
期

-.
J 

経
営

基
盤

保
健
製
品

販
売
チ
ー
ム
と

2
0
0
2
~
 

組
織
整
備
完
全
期

総
括

管
理

販
売

ネ
ッ

ト
の

形
成

拡
張
後
期

20
07

年
認

定
期

を
任
せ
る
時
期

-.
J 

営
業
部
門
の

2
0
0
7
~
 

製
品

差
別

化
営

業
部

門
の

分
社

化
経
営
管
理
に

分
社

化
を

契
機

経
営
成
長
期

20
10

年
形
成
期

グ
ル
ー
プ
組
織
形
成
期

関
与
し
な
い

総
括

管
理

と
し
て
経
営

現
在

管
理

権
の

移
譲

経
営
成
熟
期

今
後

出
所
:
表

4
-
2
-
3
に
同
じ
。



3. 経営展開と経営権の移譲

2社ともに継承後に経営的パフォーマンスは高まっている。つまり，多角的な事業展開

を図り，そこで後継者を育成して経営管理の権利を移譲したのは適切なタイミングに見え

る。したがって，同 2社経営における多角的な事業展開，後継者の育成，経営継続の 3者

は密接な関連があると言える。

第3節 2社農企業における創業経営者と後継者のプロファイル

1. TF経営における創業経営者と後継者

TF経営の創業経営者と経営後継者のプロファイノレを示したのが表4-3-1である。

創業経営者L氏は創業前に地元鎮にある水力管理機構の所長を務め，仕事の関係で良好

な人間関係を持っていた。長年にわたり所長という職務を務めことにより経営管理能力と

意思決定力を身に付けた。 1990年代後半，中国経済の好調により人々の生活も豊かになり，

食料品に対して安全・安心を求め，健康食品を求めるようになった。特に主食である米に

対しては安全・安心に加え，食味に対する関心度が特段的に高くなった。 L氏が居住して

いる G町の農家が栽培した米はつやや香り，甘さや粘りなど試食した消費者から高く好評

された。しかし，銘柄はなく，生産量は消費者の需要を満たせなかった。これに着目して，

L氏は農家から籾を買い付け，それを統一加工し，統一包装し，統一銘柄にすれば付加価

値が付けられると考えた。そして， 1998年に 60歳を契機として，小さい米加工工場をス

タートさせた。 L氏は，当時の米加工小工場から現在の 6次産業に取り組む農企業まで成

長するとは思わなかったという。当時の目的の 1っとして息子のために事業として確立し

たいとも考えていたという。事業が順調に進むなか，経営権を段階的に息子に移譲しよう

と考える。特に息子の育成に対して，指示するのではなく，自ら「試行錯誤」をさせなが

ら「修羅場Jを経験させたことが特徴である註4)0L氏は 2007年に経営者の座を離れたが，

自分が家族のために創業した事業が地域社会にも貢献できるようになったことに誇りを持

ったという。

現在の経営者LY氏は 1967年生まれで，農家をしながら臨時運転手として何年間か務め

た。仕事の関係でよく「あなたの地元で生産した米が美味しいので売ってくれないか」と

78 



頼まれた。地元の農家に米加工を依頼し，統一包装にし，いくらか利益を加えて販売でき

るのではないかという考え方が父親と一致した。 _2000年の有限会社設立時，資本金 100万

元はすべて父親が出資したが，登録文書に記入したのはLY氏が 60%で，父親が40%とし，

さらに LY氏が父親から 60万元の借金をするという契約にしたという。企業運営に関して

父親と一緒に約 8年間経営管理したことで， 1人前の経営者に成長した。今後の同社の経

営方針は単に販売拡大を目指すのではなく，同社なりの「農業文化」を構築したいという。

また，次の後継者は家族に限らず，雇用者から適任者を選びたいと考えている。

79 



。。 C
コ

表
4
-
3
-
1

T
F
経

営
の

創
業

経
営

者
と

後
継

者

創
業

経
営

者
後

継
者

L
氏

L
Y
氏

2
0
1
0
年
現
在

72
歳

43
歳

年
齢

創
業

年

(2
00
0
年
)

62
歳

33
歳

創
業

時
の

役
職

実
際
の
企
業
経
営
者

取
締
役
(
対
外
文
書
上
)

創
業
前
の
主
な
職
歴

地
元
鎮
に
あ
る
水
力
所
の
所
長
を
務
め
，
仕
事
の
関
係
で
良
好
な
人
間
関
係
を

地
元
鎮
に
あ
る
関
係
機
関
の
運
転
手
。
仕
事
の
関
係
、
で
よ
く
「
あ
な
た
地
元
に

持
っ
た
。
ま
た
，
所
長
と
い
う
職
務
を
務
め
る
こ
と
に
よ
り
経
営
管
理
能
力
と

意
思
決
定
力
を
身
に
付
け
た
。

生
産
し
た
米
が
美
味
し
く
て
，
売
っ
て
く
れ
な
い
か
J

と
頼
ま
れ
た
。

創
業
の
き
っ
か
け

地
元
で
生
産
し
た
米
が
周
り
の
人
々
か
ら
好
評
だ
っ
た
た
め
，

2
0
0
0
年

の
退

職
地
元
の
農
家
に
米
加
工
を
依
頼
し
，
統
一
包
装
を
し
て
，
い
く
ら
か
利
益
を
加

を
き
っ
か
け
に
，
地
縁
関
係
を
利
用
し
て
地
元
に
米
加
工
企
業
を
設
立
し
た
。

え
て
販
売
で
、
き
た
。
そ
し
て
，
米
加
工
の
小
工
場
を
作
っ
た
。
小
工
場
の
運
営

が
好
調
で
，
父
親
か
ら
支
持
を
得
て
，
有
限
会
社
を
設
立
し
た
。

創
業

時
の

考
え

方
自
分
が
持
っ
て
い
る
経
営
管
理
に
対
す
る
実
践
カ
及
び
人
間
関
係
と
資
金
調

設
立
す
る
時
に
自
分
の
役
職
が
取
締
役
で
あ
る
こ
と
を
文
書
に
明
示
し
た
が

達
カ
な
ど
の
資
源
を
息
子
の
た
め
事
業
と
し
て
確
立
し
よ
う
と
考
え
る
。

経
営
管
理
，
意
思
決
定
に
関
す
る
能
力
が
ま
だ
持
っ
て
い
な
い
と
考
え
た
た

め
，
父
親
の
下
で
そ
れ
ら
を
徐
々
に
把
握
し
よ
う
と
考
え
る
。

後
継
者
育
成
に
対
す
る

事
業
が
順
調
に
進
ん
で
い
る
中
で
，
実
際
の
経
営
者
の
役
目
を
段
階
的
に
息
子

能
力
を
両
め
る
た
め
に
，
父
親
か
ら
経
験
さ
せ
ら
れ
た
「
修
羅
場
」
を
大
事
に

に
移
譲
し
よ
う
と
認
識
す
る
。
特
徴
的
な
行
動
と
し
て
指
示
を
出
し
，
具
体
的

し
た
。
つ
ま
り
，
経
営
現
場
で
い
ろ
い
ろ
経
験
と
困
難
な
仕
事
を
体
験
す
る
こ

認
識
と
行
動

な
や
り
方
に
対
し
て
「
あ
れ
を
し
ろ
，
こ
れ
を
し
ろ
J

と
言
わ
ず
に
，

r試
行

と
，
自
分
の
成
長
に
有
効
と
認
識
す
る
。

錯
誤
J

を
さ
せ
な
が
ら

r修
羅

場
J

を
経
験
さ
せ
る
こ
と
。

自
己
啓
発
を
重
視
し
，
入
っ
た
新
し
い
情
報
を
頭
で
繰
り
返
し
て
思
考
し
，
経

営
者
と
し
た
責
任
感
を
訓
練
す
る
。

現
在

の
役

職
会
長

実
際
の
経
営
者
。

(2
01
0
年
現
在
)

息
子
の
能
力
に
合
わ
せ
て
，

2
0
0
7
年
既
に
経
営
者
の
役
目
か
ら
離
し
た
。
現
在

組
織
拡
大
に
し
た
が
っ
て
，
長
期
的
な
事
業
方
針
，
販
売
拡
大
，
経
営
成
長
な

は
特
別
な
事
態
が
な
い
限
り
，
経
営
に
関
し
て
一
切
関
与
し
な
い
。

ど
の
戦
略
的
意
思
決
定
を
行
い
，
分
社
及
ぶ
各
部
門
に
関
す
る
具
体
的
な
経
営

管
理
を
部
門
責
任
者
に
持
た
せ
る
。

今
後
の
構
想

自
分
が
創
業
し
た
事
業
を
地
域
社
会
に
大
き
く
貢
献
(
雇
用
労
働
，
契
約
農
家

単
に
販
売
拡
大
を
目
指
す
だ
け
で
な
く
，
同
社
な
り
の
「
農
業
文
化
J
を
構
築

の
増
収
，
地
域
耕
地
の
改
良
)
で
き
る
よ
う
に
息
子
に
求
め
る
。

し
た
い
。

将
来
，
家
族
企
業
か
ら
抜
け
出
し
，
雇
用
者
の
能
力
に
よ
っ
て
後
継
者
を
選
ぶ
。

年
3
月

に
実

施
し

た
聞

き
取

り
調

査
よ

り
。

註
:

こ
こ

で
い

う
「

修
羅

場
」

と
は

，
後

継
者

の
意

思
決

定
力

の
向

上
に

大
き

く
関

わ
り

，
か

っ
困

難
な

仕
事

を
経

験
す

る
こ

と
で

あ
り

，
成

功
し

た
時

に
後

継
者

の
自

分

が
大

き
く

成
長

で
き

る
種

類
の

仕
事

経
験

の
こ

と
を

指
し

て
い

る
(

高
木

(
[
3
]
を

参
照

。
以

下
，

同
意

味
を

指
す

)
。



2. TS経営における創業経営者と経営後継者

TS経営の創業経営者と経営後継者のプロファイノレを示したのが表4-3-2である。

創業経営者の PJ氏はこの会社の前身だった国営企業の社長を務めていた。若い時代から

チョウセンニンジン加工工場に勤めた経験があり，優れた加工技術を持っていた。 1999年

に国営チョウセンニンジン企業を改革し始めたことをきっかけに，同僚5人と同企業を買

収し， 2000年に有限会社を設立した。若い時代から身に付けたチョウセンニンジンの加工

技術と経営管理経験をさらに生かして，混乱している業種の中で経営を確立しようと考え

る一方，自分が持っている技術を息子に習得させ継承させたいと考えたという。さらに，

息子を留学させ，知識と視野の広さ及び経営管理能力を把握させようと考えた。

P氏は子供の噴から父親の姿をずっと見て育ち，後継者として働くことで父親が経験し

た人生の歩みを深く感じ，後継経営者になりたいと思うようになったという。創業時に販

売部門の責任者を担当し，販売部門を「修羅場」として能力を蓄積し，混乱している市場

から独自取引先を形成しようと考えた。また，チョウセンニンジンに関する専門知識と加

工技術は父親左一緒に仕事をすることで教わったことが多かったという。 2007年に経営者

になったP氏は，同社における製品開発とマーケティングに関する販売チームの知識化・

専業化を特に重視し，今後の経営展望として、チョウセンニンジンに対するイメージを消

費者に認識し直してもらおうために「チョウセンニンジン文化」を構築しようと考えてい

る。
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T
S
経

営
の

創
業

経
営

者
と

後
継

者

創
業

経
営

者
後

継
者

Pl
氏

P
氏

20
10

年
現
在

70
歳

35
歳

年
齢

創
業

年
60

歳
25

歳
(2
00
0
年
)

創
業
時
の
役
職

取
締
役

従
業
員

創
業
前
に
，
こ
の
会
社
の
前
身
だ
っ
た
国
営
企
業
の
社
長
を
務
め
た
。

同
社
の
従
業
員
と
し
て
働
い
た
。

父
親
が
経
験
し
た
人
生
歩
み
を
年
齢
の
積
み
重
ね
る
こ
と
に
よ
っ
て
深
く

創
業
前
に
主
な
職
歴

若
い
世
代
か
ら
チ
ョ
ウ
セ
ン
エ
ン
ジ
ン
加
工
工
場
に
勤
め
た
経
験
が
あ
り
，

感
じ
る
と
と
も
に
，
父
親
を
と
て
も
尊
重
し
た
。
そ
し
て
，
自
分
が
父
親
の

そ
れ
を
生
か
し
て
，
特
別
な
加
工
技
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を
持
っ
て
い
た
。

も
と
に
後
継
の
経
営
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を
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と
考
え
た
。
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に
国
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ー
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加
工
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改
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始
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た
こ
と

を
き
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け
に
，
同
企
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同
僚

5
人
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合
意
を
得
た
上
で
同
企
業
を
買
収

創
業
の
き
っ
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け
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00

年
に
有
限
会
社
を
設
立
し
た
。
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の
所
有
資
本
が

7
5
%
占
め

る。

創
業
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に
，
販
売
部
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任
者
を
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当
し
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実
は
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来
に
継
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る
と
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チ
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ニ
ン
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経
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管
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。

創
業
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生
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て
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。
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独
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。
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。



3. 2社の共通点

以上， 2社における創業経営者と後継者のフ。ロファイノレを見てきたが，彼らの共通点と

して，①親子の人間関係であり，親が息子を助ける立場に立っており，事業が順調に進ん

でいる中で，息子に能力が蓄積されるにつれて経営者の役割を段階的に移譲しようと認識

する，②創業経営者が創業前に仕事の関係、で良好な人間関係を持ち，それを活かして企業

を順調に設立し，円滑な運営が実現できている，③後継者は親の背を見て成長できるだけ

でなく，親の考えを超え，会社としての自分なりの企業文化を構築しようと構想する，な

どが指摘できる.そして，それぞれの特徴的な経営行動と関連した育成内容を以下の第4

節で改めて説明する.

第4節 2社の経営展開と後継者に求める経営能力

1 .アンゾフの3つの意思決定

経営能力は専門知識と意思決定力からなる註5)。本章では，後継者に求める能力として

意思決定力に焦点を絞ることにする。アンゾフによると，企業において行われている意思

決定は，大きく 3つの意思決定，即ち「業務的意思決定Jr管理的意思決定Jr戦略的意思

決定」からなる酎)。こうした 3つの意思決定は，大企業にあっては戦略的意思決定は経

営者が，管理的意思決定は管理者が，また業務的意思決定は監督者がそれぞれ担っている

註7)。つまり，経営後継者が戦略的意思決定を担当できる力を持たないと経営者としての

能力を満たさず，経営を発展しようとしても不可能である。本章で取り上げた 2社ともに

経営発展段階とともに後継者の能力に合わせた意思決定を後継者に担当させ，次に，後継

者の意思決定力の向上とともに分社化・新社設立を行い，その時点を経営交代タイミング

とした例である。

2. 経営発展に伴う意思決定担当者の変化

ここでは，第2節に述べた 2社における経営展開に改めて注目し， 2社における経営発

展段階に伴う意思決定担当者の変化と後継者に求める能力を考察する註8)。表4-4-1
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はそれを示した。結果として経営発展段階に伴う意思決定担当者の変化において 2社は同

じプロセスが見える。つまり，①創業段階では，創業経営者がほとんどの意思決定を担当

し (C+B+A1)，後継者が一部の業務的意思決定のみを担当する (Az)，②経営基盤拡張

初期段階では，創業経営者が戦略的意思決定と一部の管理的意思決定を担当し (C+B1)，

後継者が一部の管理的意思決定と一部の業務的意思決定を担当し (Bz+Al)，雇用管理者

が一部の業務的意思決定を担当する (Az)， ③経営基盤拡張後期段階では，創業経営者が

一部の戦略的意思決定を担当し (C1)，後継者が一部の戦略的意思決定と一部の管理的意

思決定を担当する (CZ+B1)，雇用管理者が一部の管理的意思決定と業務的意思決定を担

当する (Bz+A)，④経営成長期(経営交代を行った後)では，創業経営者が意思決定に関

与しなくなり，後継者が経営者となり戦略的意思決定を担当し (C)，雇用管理者が管理的

意思決定と業務的意思決定を担当する (B+A)，となっている。経営発展段階とともに後継

者に求める意思決定力のレベルが異なり，傾向として業務的意思決定から管理的意思決定

へ，さらに戦略的意思決定へと後継者の意思決定の役割が変わる。
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3.経営発展とともに後継者に求める能力の高度化

前述したように， 2000年前後から TF経営， TS経営とも創業段階を経て経営基盤拡張期

に入り，さらに， 2007年に経営交代を行って経営成長期に入り，現在に至っている。それ

は事業内容量を拡大させるとともに従業員の増大による組織整備をも要請するようになっ

た。そして，事業量の拡大と組織整備の要請に見合った意思決定の担当を創業経営者の右

腕となる後継者に要求した。百経営では， 2000年から 2005年まで有機・緑色米加工・販

売を主な事業内容としてひな型組織整備段階から， 2005年から 2007年まで一次産業に進

出して米栽培と加工・販売の 2本柱とした組織整備完全期へ，さらに 2007年から 6次産業

化に取り組んでグループ組織形成期まで，後継者の LY氏に対して業務的意思決定力から

管理的意思決定力へ，さらに戦略的意思決定力まで求めた。 TS経営では， 2000年から 2002

年まで製品二次加工を事業内容としたひな型組織整備段階から， 2002年から 2005年まで

保健食品認定を取得する組織整備完全期へ，さらに 20∞07年から製品差別化に取り組んでグ

ノルレ一フ

る。

そして，後継者の意思決定力の向上が主に創業経営者のもとで行われ，それは経営発展

段階ごとに要求する意思決定力の種類に合わせた「修羅場Jを与えることにより向上して

いると考える。それを経営ごとに 1例ずつを挙げる。有機・緑色米加工を基本とした TF

経営にとっては，所有した耕地で徹底した有機栽培を行うとともに，栽培農家に対して品

質管理が経営発展の要であると認識した。そして，創業経営者である父親が息子の LY氏

に対して要求したことは「背伸びをして取り組む」ことである。後継者である息子が「試

行錯誤Jをしながら「統一管理5項目」を作り，契約農家に道守を求めることで，加工米

の品質の高位平準化を実現された註9)0 TS経営は設立と同時に後継者の P氏に営業部門を

担当させ，営業手腕を育成しようとする。 P氏が営業部門の分社化や交通便の有利な Y市

に移させることを主張した結果，現在では独自販売チームと販売網が形成された。

このように，後継者の意思決定力の質的な向上により経営発展を進展させた。また，後

継者育成の取り組みからいくつか共通点が見受けられる。創業経営者側では，①自分が息

子の模範になることを自覚すること，②意思決定力の育成には経営現場から経験的に知り

えている事実があると考え，経験できる「修羅場j を与えること，後継者側では，①与え

られた「修羅場」を能力が蓄積できる場として積極的に利用すること，②失敗を恐れず，
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背伸びして新しいことを実践すること，などが挙げられる。

第5節小括

本章では，中国吉林省の 2社を事例に創業 10数年間の経営展開をトレースしながら，

2社における経営発展とともに，多角的な事業展開と後継者育成および経営の継続発展と

の関係を分析した。 2社とも創業経営者の下に「修羅場Jを数多く後継者に経験させ，そ

れによって後継者に経営能力を蓄積させ，経営発展の段階とともに後継者の能力に見合っ

た意思決定を後継者に担当させ，経営発展にあたって意思決定力を後継者に獲得させる，

という{項向が見える。

以上の 2社の事例における後継者育成の考察から，経営継承を円滑に行い，経営発展を

継続させるための知見を指摘しておきたい.第 1に，中国の農企業において，創業経営者

の交代期に直面している経営では，経営者に求められることは，後継者に意思決定能力な

どの経営能力を獲得させるために，発展段階に見合った異なる意思決定を担当させること

である.第2に，そのために経営展開とともに後継者に経営能力の獲得に極めて有効な方

策となる「修羅場」を次々に後継者に経験させることが必要である.また，事例の 2社で

は解決されているものの，一般的には資金が不足したり，現役経営者が十分な指導力を持

ち得なかったりする.これらに対して，資金面の支援や現役経営者の指導能力の向上に経

営者再教育システムの構築及び個別経営に対して指導者の派遣といった社会的な支援シス

テムで適切な対応をすることが要請されよう.
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註釈

註1)0:岬どは， Good Manufacturing Practiceの略であり，適正製造規範と訳される。原

料の入庫から製造，出荷にいたる全ての過程において，製品が「安全」に作られ，

「一定の品質」が保たれるように定められた規則とシステムのことである。近年，

安全性や品質に対する意識の高まりを受け，中国の食品製造メーカーに「健康食品

GMPJが法律で義務付けされるようになった。

註2)TS経営の聞き取り調査によると，チョウセンニンジンの加工生産では加工技術の専

門性が高く，それは長年間の仕事を経験しないと身につけられない。従って，同社

の常時従業員たちは勤続 10年以上の者が多い。特に生産チーム長のほとんどが前

身だった国営企業の時代から同社に勤務している。常時従業員数は変わらない一方，

チョウセンニンジンの一次加工が 9月末から 11月初旬の 40日に集中するため，と

の多忙期にパートを約 400名雇う。

註 3)TS経営は創業経営者の PJ氏と同僚5人で国営企業を買収して設立したが，当時は

PJ氏が出資の 75%で，同僚5人がそれぞれ 5%を占める。同僚5人は前身だった国

営企業時代のスタッフであり，退職年齢に近かった。そして， TS経営が設立されて

まもなく， 5人は次々に引退し，出資金を返した。

註4) i修羅j は「阿修羅」の略であり，激しい戦闘・戦争の意味として使われる。「修羅

場」は，本来，阿修羅王が帝釈天と戦う場を指す。ここでいう「修羅場Jとは，後

継者の意思決定力の向上に大きく関わり，かっ困難な仕事を経験するととであり，

成功した時に後継者自分が成長できる種類の仕事経験のことを指している(松村

[4 ]，高木[3]を参照)。

註 5)高木[3]を参照。

註 6)吉村[9]を参照。

註 7)木村[2]を参照。

註8)本章では， 2社における経営展開の下に事業内容量の拡大と従業員の増大による組

織整備水準を経営発展段階に区分する分類基準とする。

註 9)TF経営に対する聞き取り調査によると， i統一管理5項目とは， i種供給の統一」

「肥料供給の統一Ji病虫害防治の統一Ji技術習得の統一Ji買付の統一」という

5つの項目である。
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第5章総括

農業経営を取り巻く環境が劇的に変化している今日，期待された担い手である中国の農

企業の一部が経営交代期に直面している。このことにより後継者育成が注目されるがこれ

らの研究はほとんど行われていない。同様に経営継承・後継者育成問題を抱えている日本

ではこの分野において既に研究の蓄積がある。本論文では，中国の農企業の特徴と後継者

育成の取り組みを分析すると同時に，日本の法人経営との比較分析を通じて，今後におけ

る中国の農企業の後継者育成システムの在り方について検討し，特徴的な事例の分析で中

国の農企業の経営展開と後継者育成との関係を明らかにするために，中国吉林省の農企業

を対象にアンケート調査と聞き取り調査を行い，また日本の法人経営と認定農業者に対す

るアンケート調査のデータを用いて，吉林省の農企業との比較から中国の農企業における

後継者育成について分析した。

本章では，各章の分析結果をまとめ，本論文の結論を総括し，残された課題を整理する。

第 1節 分析結果と結論

はじめに，各章の分析結果をまとめる。

序章では，中国において国際競争力を高めるために農業経営の企業化が強調されてきた

が，約 20年を経過した現在，一部の経営において経営交代期に直面し，後継者育成問題が

経営管理の課題となっていることを指摘した。そして，中国の農業経営の企業化に関する

研究，日本の農業経営における経営継承・後継者育成に関連する研究，後継者育成と関連

する経営者能力に関する研究，の 3つの側面から先行研究の検討を踏まえ，本論文におけ

る研究課題を示した。

第 1章では，吉林省の農企業を対象とし，農企業の特徴，後継者育成の特徴，経営者能

力と後継者育成との関係を検討した。表 5-1-1にまとめたように，経営者能力点数，

販売額規模，従事者数規模を 2区分した比較では有意差が認められた質問項目はあまり多

くなく，属性と後継者育成に明確な関係が認められない。そこで，経営者能力に明らかに

差がある低能力と高能力グループで比較すると，農企業の経営規模に関わらず，高能力の

経営者が後継者育成を積極的に展開しており，経営者が能力 6点以上を持っている経営で

は後継者育成に対する認識が高く，高技能である総合的な能力を重視していることを明ら
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かにした。
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表 5-1-1 中国の農企業における属性別と後継者育成との関係

属性による検定結果 能力高低別による

能力別 販売額別 従事者数別
検定結果

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 ** *** 
②インターネy トの活用法 * * 
③経営計画の作成方法 キ* *** 
@経営・組織再編の方法

⑤作業管理の技術・方法

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 牟

⑦労務管理の方法 *(ー)

③品質管理の技術・方法

⑨加工の技術・方法 ** 
⑪マーケティングの知識

⑪広告・宣伝の方法 * ** 
⑫簿記・財務・会計管理の方法 * 
⑬税金、保険、年金に関する知識 *** 
⑬経営や食の安全に関する法律 キ

⑬市場や消費ニーズ調査の方法 ** 
⑬商品開発の技術・方法 *キキ ** 
⑫人間関係、人付き合いの方法 **←) 

⑬経済学や社会学の知識

⑬行動科学や心理学の知識

n.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている *(ー)

②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている ** 
③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている ** ** 
@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる 紳(ー)

⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している ** *(ー)

⑦海外視察、海外研修をさせている ヰドネ * 
m.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない * *(ー) ホ*

②能力開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない 料(ー)

③指導してくれる人がいない

④指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない *←) 

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず * (ー)
⑥能カ開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない *キ

⑦せっかく育成しでも、すぐにやめ、移動する キ

③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない

註:1)第 1章の 3つの属性別による検定結果及び経営者能力高低別による検定結果をまとめたもので

ある。

2) r検定Jはそれぞれの χ2検定の結果であり， *牢*，**，*はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水

準で有意であることを示す(表 1-3-1，表 1-3-2，表 1-3ー 3，表 1-3-5の註

を参照)。
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第2章では，法人経営を含めて日本の農業経営における後継者育成の取り組みを検討し

た。後継者育成に対して積極的ではない経営者が多い中，経営者能力が高いほど，農業従

事者数が多いほど，農産物販売額が大きいほど，積極的に取り組む経営者が多くなり，特

に経営者の能力が後継者育成に大きく影響を与えることが明らかになった。

第3章では，日本の法人経営との比較から中国の農企業の経営者能力と後継者育成との

関係および中国の農企業において後継者育成システムを考える上での知見を検討した。日

本の法人経営と中国の農企業の後継者育成の比較を表5-1ー 2にまとめた。表で示すよ

うに，全体から見れば中国の農企業は日本の法人経営より認識が高く，多様な育成方法に

よって多種高次の研修項目を後継者に把握させている。これを，経営者能力の高低別でみ

ると，低能力では差がないものの 6点以上の高能力経営で、は中国が日本より後継者育成を

重視することが明らかである。また，中国の農企業では多種多様な育成上での課題を持ち，

f労務管理Jや「海外視察」など，日本の法人経営を参考すべき知見も多いことが明らか

になった。
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表5-1-2 経営者能力高低別と後継者育成との関係に関する中日比較

全調査サンプル 経営者能力高低別による検定結果

検定結果
低能力中日比較 高能力中日比較

1.育成項目

①情報収集、情報管理の方法 ホ** **キ

②インターネットの活用法 *キ ** 
③経営計画の作成方法

@経営・組織再編の方法 *** * 
⑤作業管理の技術・方法 ** キ*キ

⑥栽培・飼養管理の技術・方法 *(ー)

⑦労務管理の方法

③品質管理の技術・方法 *** ** キ

@加工の技術・方法 *** 
⑪マーケティングの知識

⑪広告・宣伝の方法 * ** 
⑫簿記・財務・会計管理の方法

⑬税金、保険、年金に隠する知識

@経営や食の安全に関する法律 ** 
⑮市場や消費=ーズ調査の方法 本水*

⑬商品開発の技術・方法 * 
⑫人間関係、人付き合いの方法

⑬経済学や社会学の知識

⑮行動科学やIL'¥理学の知識

ll.育成方法

①経営者が日々の活動でいろいろ教えている * 
②経営・職場の中で後継者に自ら経験を積ませている キネ

③他の先進経営で仕事をさせ、研修させている ** 
@他産業、他業種で仕事をさせ、研修させている

⑤各機構が行う後継者研修には積極的に参加させる

⑥専門学校等後継者育成プログラムで教育している

⑦海外視察、海外研修をさせている

ill.育成上での課題

①能力開発・人材育成を行う時間的余裕がない

②能力開発・人材育成を行う金銭(資金)的余裕がない *** ** 
③指導してくれる人がいない *** * 
③指導 (OJT)を受ける先、研修先がわからない

⑤行おうとしても能力開発・人材育成の方法がわからず * ネ

⑥能力開発・人材育成に鍛えがいのある後継者がいない

⑦せっかく育成しても、すぐにやめ、移動する キキキ ** 
③現在行っている仕事では特別な能力を必要としない

註:1)第3章の後継者育成に関する中日比較及び経営者能力高低別に関する中日比較をまとめたものであ

る。

2) r検定Jはそれぞれの χ2検定の結果であり， ***，**，*はそれぞれ 1%水準， 5%水準， 10%水準で

有意であることを示す(表 3-3ー し 表3-4-1の註を参照)。
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そして，以上のような経営者能力と後継者育成との関係を踏まえ，中国の農企業におけ

る経営展開の中，経営者のもとに行われた後継者育成の取り組みについて，第4章で事例

分析を行った。分析対象はアンケート調査の対象経営から企業活動開始から 10年間以上を

経過し，その聞に創業経営者交代があり，多角化が進んでいる TF経営と TS経営の 2事例

とした。 TF経営は稲作栽培とそれを原料とする米加工，それを自ら販売し，観光農園まで

取り組む6次産業を展開する農企業である。TS経営はチョウセンニンジンを原料として製

品二次加工を中心に製品差別化を目指す農企業である。分析結果を図 5-1-1に集約し

た。 2社ともに多角的な事業展開を行い，そして創業経営者の下で後継者の能力を育成し

ている。経営発展段階とともに後継者に求める意思決定力は業務的意思決定から管理的意

思決定へ，さらに戦略的意思決定に変化し，それによってさらなる経営発展を遂げている

ことが明らかになった。
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以上の各章の分析結果に基づき，本論文の結論として以下のようにまとめた。

中国の農企業においては，後継者育成は決定的に重要なことである。既に述べたように，

近年の中国の農業経営において，企業化が強調され企業化経営が増加しつつある中，一部

の経営交代期にある経営において，経営を継続的に展開させていく場合，次代の経営者と

なる後継者に対して経営管理能力の育成が必要となる。第4章の 2社の事例を見てもわか

るように，創業経営者の下に後継者を育成し，それによって後継者に経営能力を蓄積させ，

そして，経営発展の段階とともに後継者の能力に見合った意思決定を後継者に担当させな

がら，意思決定力を後継者に獲得させた。即ち，経営展開，後継者の育成，経営継続の 3

者は密接な関連があると言え，特に後継者の能力を育成することによって，継承後に経営

的パフォーマンスは高まっていることが指摘できる。従って，後継者育成を積極的に行う

ことが経営を継続的に発展させる条件となっている。

加えて，企業化によって中国農業を発展させるためには，以下の 2つのシステムが必要

となる。

第 1に，後継者育成を有効に行うために現役経営者の経営者能力の向上のために経営者

再教育システムである。第 1章で述べたように，中国の農企業の経営者能力の高低別では，

経営者能力が高いほど後継者育成に対する認識が高く，高技能である総合的な能力を重視

している。中国の農企業は経営規模に関わらず，高能力の経営者が後継者育成を積極的に

展開していること，また後継者育成が主に現役経営者のもとで行われることから，後継者

育成を有効に行うために現役経営者の経営者能力を向上させる指導者そのものの育成であ

る経営者再教育システムの整備が必要となっている。

第2に，後継者育成を有効に行うために資金面と指導面といった社会的に多種な支援シ

ステムである。第1章の分析より，中国の農企業において後継者育成に対して取り組む活

動は高能力の経営者に積極性が見られるが，一方で、，能力の高低にかかわらず，いずれの

経営についても多種多様な育成上での課題にも直面している。また，第 3章の分析から，

「資金余裕無Jr指導者無Jr移動心配j など中国の農企業が日本の法人経営と比べて多種

の課題にも直面している。これらのことは，どんな高能力の経営者であっても後継者育成

の取り組みをすべて経営者に依存することには限界があることを示している。中国の農企

業の成長環境を整備する政策上の課題として，資金面の支援及び政策指導面のサポートを

するなど，社会的に多種な支援システムの整備が必要であると考えられる。
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第 2節 今後の課題

以上，本論文では，中国の農企業の後継者育成問題について，経営者能力の視点で接近

し，さらに日本の法人経営との比較から後継者育成は決定的に重要なことであることを提

起した。最後に残された課題を示すならば，以下のようになる。

第1は，調査地域と調査サンプノレ数を増やして更なる検証を行うことである。本論文で

は，中国吉林省の農企業を対象にアンケート調査と個別経営に対する聞き取り調査により，

吉林省の農企業の特徴と後継者育成の取り組みを明らかにしたが，広大な中国では地域性

も強く，他の地域での検証も必要である。

第2は，事例の積み上げと取り上げた事例の継続的な検証である。本論文の第4章で取

り上げた 2事例は代表的な事例と位置づけられるものの，他の事例分析も増やして続けて

検証すべきだと考える。また，分析した 2社はともに設立から 10数年しか経過しておらず，

今後の経営行動に続けて注目すべきだと恩われる。

第3は，後継者が経営管理能力を実際にどの程度身につけているを明らかにすることで

ある。人材育成において，モチベーションとインセンティブの関係は決定的に重要で、あり，

本論文では，経営者を調査対象として経営者のもとに行われた後継者育成の取り組みを分

析し，経営者能力の違いによる後継者育成の特徴を明らかにした。包括的な後継者育成に

関しての研究が重要であるため，今後，後継者を対象に調査し，後継者が経営管理能力を

実際にどの程度身につけているかについても検討が必要である。
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参考資料 農業経営者アンケート

記入者:満一一一一一歳(年間 日農業) 性別→男女 法人の場合: 年設立

問1. あなたの農業の経営概況について当該するところに記入、 Oを付けてください。

1.生産部門…・・→稲 作業受托 麦・いも・豆 露地野菜 施設野菜 果樹

花弄 菌茸類 酪農 肉用牛 養豚 養鶏 ブロイラー その他

加工部門・…・・→米製品加工 野菜加工 果実加工 畜産物加工 その他

販売部門…・・・→個人市場販売 任意組織出荷 業者出荷 農協出荷 その他

個人直売 個人宅配 カタログ販売 メーノレ・インターネット販売 契約販売

サービス部門等・…ー→観光農園 市民農園 宿泊・民宿 レストラン・飲食庖 その他

2.過去 10年以内で3百万円以上の長期借入金総額: 万円

3.認定農業者…・・→既に認定農業者 認定を計画 希望しない

4.法人化→既に法人(有限農事株式) 法人化を計画 法人化しない

5.平成20年農産物販売額:約 万円 うち農業出荷割合一一-J生

問2. あなたの農業経営で農業従事者数を記入してください。

1.家族で230日以上農業従事者

2.家族で 90日以上で 230日未満農業従事者

3.年雇用農業従事者 (230日以上従事)

(正職員)

4.臨時雇用 (30日以上従事)

→男人

→男人

女人

女人

→男 人うち非農業者 人

女 人うち非農業者 人

→男 人うち非農業者 人

女 人うち非農業者 人

5.後継者(次期代表取締役)→年齢一一一一童、 交代予定時期→平成 年頃に交代

後継者の性格 (0を付ける)→子供 親族 他の構成員 親族以外の雇用従事者

問3. あなたの農業経営の夢、ビジョンで当該するもの 1つにOを付けてください。

1.夢・ビジョンはない。

2.生活ができ、育てる楽しみ、収穫の喜びが実現できる経営

3.農業を機械化・ IT化し、家族が生き甲斐を持ち、豊かな生活ができる経営

4.地域の農地を守り、地域社会を支え、地域住民に貢献する経営

5. 国民に、年問、安全で安心な食料を安定的に供給する経営

6.国際的な競争力を持ち、世界に羽ばたく経営

間4.意欲やる気を持って仕事する経営対策として実施しているところにOを付けてください。

1.農業の良さ、すばらしさを話す 7.売上・販売額を伸ばすよう努める

2.休日・作業時間を定め、実行する

3.研修や勉強の機会を与える

4.常に新しい取り組みを務める

5.特定部門で役割を決め責任を持たせる

6.反収・品質向上に努める

8.成果が出た時はボーナスをだす。

9. 労働報酬、給料・月給をだす

10. 自分の夢、ビジョン、戦略を話す

11.時々慰労会、親睦会、旅行を行う

12.従業員の意見を聞く、受け入れる
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間5. あなたと同じ場合、当該するものにOを付けてください

1.私は、高い目標、野心を持って農業の経営を行っている

2.私は、農業を取り巻く状況や社会が、今後、どう変化するか、予測できる

3.私は、栽培や作業、収入や経費など経営管理に必要な基準・数値を持っている

4.私は、経営の管理では効率を重視し、経済合理的に行う

5.私は、やりたいアイデア・技術をたくさん持ち、経営革新を図る

6.私は、多少のリスク(危険)を負っても目標実現に向けて挑戦していく

7.私は、新しいこと・知らないことに対しての興味・関心・好奇心が人一倍強い

8.私は、市町村外の友達や量販庖・市場・消費者の知人から情報を収集している

9.私は、社会や経済の変化を戦略的に先取りするように心がける

10.私は、農業に対する考え・哲学、夢・望みを持っている

間4. あなたが、下記のことで経験したことにOを付けてください。

1.過去に会社・企業や公務員、農業団体等に勤務したことがある

2.農業経営を行っていく上で、師・先生と仰ぐ人がいる

3. 30歳未満で農業経営を引き継いだ

4.失敗や借金等で経営を非常に悪化させたことがある

5.農業で非常に悔しい、残念な思いをしたことがある

6.先進農家で研修した

7.外国の農業を視察・研修した

8.全国的な会議や集会、研究会等に出席し、研修を受けたことがある

問5. 現在、次の経営管理のうち重視している管理にOを付けてください。

1.目標設定とその戦略計画の策定 4.従事者・人材管理、後継者の育成管理

2.資金や資材、労力等の調達・購入管理 q.販売・マーケティング管理

3.栽培・飼養管理、生産管理 6.財務・会計管理

問6. あなたの経営に置いている責任者にOを付けてください。

1.経営者以外に責任者はいない 6.作業班に責任者をおく

2.作目によっておく 7.営業・外渉・販売関係におく

3.施設・農場におく 8.事務・会計におく

4.特定の生産作業におく 9.研究・開発におく

5.生産・加工・販売等の事業におく 10.企画・戦略計画策定におく

問7. あなたの経営で生産した農産物商品の特徴にOを付けてください。

1.特になし (1にOを付けた人は2以下は記入しない)

2.形状や外観の良い商品

3. どこにもない珍しい商品

4.減農薬・有機栽培の安全商品

5.取りたてで新鮮な商品

6.完熟でおいしい商品

7.低コスト生産で安い商品

8.本物・自然にこだわった商品

9.栽培法・栽培歴、飼養法の情報を掲載商品

10.生産者名、不良品対策の情報を掲載商品

11.食べ頃、料理法等の情報を掲載商品
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問 10.あなたが経営継承時に後継者に求める条件で、当該するもの4つ以内でOを付けてください。

(後継者がいない場合は「いるJものとして答えてください)

1.子供(息子・娘)であること、継いでくれればそれで、十分である

2.経営・職場の中で人望があり、信頼が厚く、うまくやっていけること

3.集落や地域の人とうまくやっていけること

4.業者や市場関係者、顧客とうまくやっていけること

5. これまでの経営目標・経営理念を引き継げること

6.社会や変化への柔軟な適応力があること

7. 明確なビジョンを持ち、事業意欲が旺盛で、実行力があること

8.栽培・飼養技術に優れていること、特別な技術を身につけていること

9.商品知識や市場動向、消費者ニーズ、について豊富な知識を持っていること

10.指導者、リーダーとしての自覚を持っとと

11.時期経営者としての自覚を持つこと

12. 簿記や会計事務の知識・方法を身につけていること

13. その他(具体的に ) 

問 11.あなたが行っている後継者教育について当該するものにOを付けてください。

1.現在、後継者はいない (1にOを付けた方は以下については無記入)

2.特に後継者教育は行っていない

3. 自分のところで経営者が日々の活動の中でいろいろ教えている

4.経営・職場の中で自由にいろんな取り組みをさせ、自ら経営を積ませている

5.他の先進農家や農業法人で仕事をさせ、研修をさせている

6.他業種、他産業で仕事をさせ、研修をさせている

7.行政や普及・大学、農業団体が行う後継者研修には積極的に参加させる

8.専門学校や特別機関等の独自な後継者育成プログラムで教育している

9.海外視察、海外研修をさせている

10.その他(具体的に ) 

問 12. あなたが後継者に学ばせたいことについて 5つ以内でOを付けてください。

1. 現在、後継者はいない (1にOを付けた方は以下については無記入)

2.情報収集、情報管理の方法 12.広告・宣伝の方法

3.インターネットの活用法 13. 簿記・財務・会計管理の方法

4.経営計画の作成方法 14.税金・保険・年金に関する知識

5.法人化や組織再編の方法

6.作業管理の技術、方法

7.栽培・飼養管理の技術、方法

8. 労務管理の方法

9. 品質管理の技術・方法

10.加工の技術・方法

11.マーケティングの知識

15.経営や食の安全に関する法律

16. 市場や消費ニーズ調査の方法

17.商品開発の技術・方法

18.人間関係、人付き合いの方法

19.経済学や社会学の知識

20.行動科学や心理学の知識

21.他(具体的に
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間 13. あなたの経営で後継者以外の農業従事者の知識や技術能力の向上対策・指導について当該するものに

0を付けてください。

1.経営内で経営者等が日常業務を通じて知識や技術の向上のために指導する

2.外部に派遣し、日常業務から離れ、知識や技術の向上経験機会を与える

3.経営から指導者を招き、内部で知識や技術の向上のための研修を行う

4.外部で行われる各種の研修会や視察研修に参加させる

5.従業員の自己啓発のための支援を積極的に行っている

6.資格を取得した者には、手当を支給している

7.何も行っていない

問 14. あなたの経営で農業従事者(後継者を含む)の能力開発や人材育成について当該するものに 1つOを

付けてください。

1.非常に積極的に行っている

2.積極的に行っている方だと思う

3.普通に行っていると思う

4. ほとんど行っていない

5.行っていない、必要がない

6. わからない

問 15.農業従事者(後継者を含む)の能力開発や人材育成で抱えている問題について当該するものにOを付

けてください。

1.特に問題はない

2.能力開発や人材育成を行う時間的余裕がない

3.能力開発や人材育成を行うための金銭(資金)的余裕がない

4.指導してくれる人がいない

5.指導 (0π等)を受ける先、研修先がわかわない

6.行おうとしても能力開発や人材育成の方法がわからない

7.能力開発や人材育成に耐えるような鍛えがいのある従業員がいない

8.せっかく能力開発や人材育成をしても、すぐにやめ、移動する

9.現在行っている仕事で、は特別な能力を必要としない

間 16. あなたが、現在、経営者として勉強・研修を受けたいことにOを付けてください。

1.農政の動き、日本農業の展開 6.従事者・人材管理、後継者の育成管理

2. 日本経済の動き、世界経済の動き

3. 目標の設定と戦略計画の策定

4.資金や資材、労力等の調達・購入管理

5.栽培・飼養管理・生産の管理

7.販売・マーケティング管理

8.財務・会計管理

9.差別化・プランド化、新商品の開発法

10.経営成長の管理・方法

間 17. あなたの農業経営で行っていることにOを付けてください。

1.就業時間、定期的休日を決めて実施 6.農業での退職金を積み立てている

2.農業従事者に定期的に月給を出す

3.経営者に毎月、経営者報酬を出す

4.就業・給与規則を制定して実施

5.社会保険への加入、労働保険の適用

7.毎日、作業等の打ち合わせを行う

8.作業計画を立てて農作業を実施

9.従業員全員に研修を受けさせる

10.役割分担を明確化し、責任を持たせる
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参考資料 衣~企~径菅者向巻調査

記入者:年齢一一一歩学歴一一一ー性別+男女 衣~企~的情況: 年成立

第 l伺在以下逸項中， i青将与貴姪菅情況相符的項目画。

1.生芹方面・・・水稲 玉米 小麦・薯美・大豆 大地読菜 大棚読莱 果樹

花井 菌笑 妨牛 肉牛非猪葬璃 其他(

加工方面・・・大米加工 玉米加工 競菜加工 水果加工 畜F品加工 其他( ) 

梢嘗方面・・・市場批友鏑嘗 合作組鋲鏑普 生戸者共同舗嘗 委托衣掛梢嘗

市場直接梢嘗 送貨上['1備嘗 商品目;表情普 岡格鏑嘗 委托生戸委托備普

服各方面・・・親光衣~ 旅辞住宿衣~ 仮庖・食品備嘗庖 其他( ) 

2 .企~形杏方面・・・企~形杏(有限公司 股傍公司) 其他(

3. 2009年的衣戸品備嘗額: 釣 万元

第 2阿 清氾入貴径菅的衣~芳劫力的情況

1.没立初期

波立年月 衣~M~人数 (①其中男一一一一人 女一一一一人)

(②正式雇員一一一一一人 i惰吋雇員一一一一人)

2. (2010年 3月) 衣~以~人数 (①其中男一一一人 女一一一一人)

(②正式雇員ー一一一一人 l陥肘雇員一一一一一人)

3.巳径迭定接班人的情氾入以下迭項

接班人(下期憧事長) 年齢 :t7 交替預定肘期 年前后

接班人的属性(属子的造項清画0) ①子女 ②奈戚③企~共同没立者④奈戚以外的雇伺者(有能力者)

4.自己述年軽，迩没有考慮接班人的事情，清氾入対子接班人的期望的迭項

①子女 ②奈戚 ③企~共同投立者 ④奈戚以外的雇伺者(有能力者)

第 3伺.在以下逸項中， i青将与弥的径菅理念・理想相符的項目画O(只可造一項)

1.没有径菅理念・理想、

2.娃持生活満足子神植衣作物的快示和荻得牧荻的喜悦

3. 実現衣~机械化和高科技化，掘有生存的愉値，辻上富余的生活

4.保炉所属地方的衣田，支持地方友展，方当地居民倣貢献

5.調有国隠克争能力，実現跨世界経菅

第 4向.在以下造項中， i青将術的調功芳功人員(雇伺者和接班人)釈板性的項目全部画O(多項逸拝)

1.姪常淡治衣~的卓越性

3.姶与芳劫者道修和学三3的机会

5.在特定部円捨与芳劫人員一定枝限

7.努力増加鏑嘗額

9.以工資的方式姶与芳劫人員振酬

11.径常挙亦慰労会，茶活会和担鋲旅訪宇
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2.制定井執行休息日和芳劫吋向

4.不断遊行新戸品弄友的鈷研

6.不断致力子増加戸量和提高原量

8.径菅成果実現吋友放笑金

10. 向企~芳功人員淡沿自己的理想，理念和哉略

12.所取接受芳劫人民的合理化建波



第 5阿.在以下造項中，情将与伽ノト人的情況相符的項目全部画O(多項迭拝)

1. 我有恨高的自転和雄心壮志，遊行衣2lt径菅

2. 対子困窮在衣2lt周囲的耳境和社会的変化，我可以預測

3. 衣作物神植，以及対備嘗牧入和鏑嘗費用等的径膏管理方面，我掬有必要的知訳。

4. 我重視径菅管理教率， A人事合理化径菅

5. 我調有根多的新想、法和新技木，不断t十却j和遊行径菅革新

6. 方了実現自己的目栃我敢子承担一定的凡陸

7. 対子新事物和新現念我掬有超子他人的好奇心

8. 我以地区外的胸芙方，市場和消費者那里牧集信息

9. 我用哉略的行劫遁座社会経済的変化

10.対子衣2lt我抑有独自的想法和理想

第 6伺.以下逃項中，清将与術的情況相符的項目全部画O(多項逃拝)

1.我辻去曾在公司，企2lt，政府部円，衣2lt相美姐叙工作辻

2. A人事衣2lt径菅上，我有可以崇拝的老姉和前輩

3. 未満 30歩的肘候，我就継承了現在的事2lt

4. 有辻径菅失敗，借款雄以返迩等経菅盆厨

5. 有辻后悔A人事衣2lt的想法

6. 有辻到先遊衣2lt企2lt視察的径厨

7. 有視察和学耳国外衣2lt的径厨

8. 有出席全国衣2lt会波，研修会和参加研修的径茄

第 7向. 現在，以下的経菅管理当中，重視的管理項目清全部画O(多項逸拝)

1.制定長期経菅目祢和哉略t十刻

3.科植，伺非和生戸管理

5.鎖普和菅備管理

2.算措姪菅資金，机械設各和芳劫力

4.就2lt者的人才管理，接班人的培育管理

6.財寿和会i十管理

第 8向.在術的経膏当中，設置部汀負責人的部汀清全部画O(多項迭拝)

1.径菅者以外不没部円負責人 2.根据神植品神設置部1'1負貴人

3.根据使用机械設施和衣田芳功設置部打負責人 4.在特殊的生戸部門投置部n負責人

5.根据生r，加工，鏑嘗等不同的事2lt設置部n負貴人 6.在作2lt班設置部円負責人

7.根据菅2lt，対外朕系和鏑普美系設置部門負責人 8.在財寿会i十上設置部汀負責人

9.在研究弄友上設置部汀負責人 10.在企支IJ和哉略策定上没置部1'1負責人

第 9伺.属子付所姪菅生戸的衣芹品的特征t青全部画O(多項迭拝)

1.没有特殊特征 2.形状和外現好 3.稀有和珍貴品紳

4. 減衣萄和有机栽培的安全衣戸品

6.完全成熟美味衣戸品

8.真実、充満自然感的衣戸品

10.添加生芹者姓名，不良品対策信息的衣戸品

5.牧荻后弓上道行鋪嘗的新鮮衣戸品

7.低成本生戸{介廉物美

9.添加栽培方法，栽培履厨，飼非方法信息的衣戸品

11.添加最佳飲食期間，制作方法信息、的衣F品
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第 10阿1.径菅継承肘，知対接班人的要求条件情画O(最多可以造拝4項) (迩没有接班人的情況，清按有接

班人来回答)

1. 子女，子女当中只要有人来継承就可以

2. 姪菅和工作当中有威望，可以信頼，可以将事~順利友展下去的人

3. 能移和当地各ノト部汀順利淘通的人

4. 可以和本行~，市場的各ノト美系部日，願客群体)1関利淘通的人

5. 能移継承自己的経菅目栃，径膏理念的人

6. 対子社会的変化有充分遣座力的人

7. 掘有明硝的理想，事~心強，有実行力的人

8.調有卓越的栽培技木和伺非技木，具有特殊技木的人

9. 掘有宇富的商品知涙，了解市場走向和消費需求変化的人

10. 拐有作方盆菅者，帯~人能力的人

11.掘有作方下期径菅者覚悟的人

12.調有財発会t十知源的人

13.其他(清具体写上

第 11阿.対子接班人遊行教育和培官iI的方法，符合的項目清全部画O(多項逃拝)

1. 現在，投有接班人 (如果造拝了第 1項，以后的項目清不用造拝)

2. 没有遊行特殊的培切|

3. 通辻日常的経菅活劫遊行培切|

4. 在径菅工作当中世接班人自己釈累径聡

5. 派接班人到其他的先遊径菅和企~去考察研修

6. 派接班人到其他行~和其他企~去遊修

7. 行政部口和大学以及衣~相美固体姐鋲的研修学羽班釈板注接班人参加

8. 派接斑人到寺円学校和寺汀机美部汀接受壱n的教育

9.派接班人到国外去考察和研修

10.其他(清具体写上

第 12伺.対子接班人道行教育和培官iI的内容，符合的項目清全部画O(多項迭拝)

1.現在，没有接班人 (如果迭拝了第 1項，以后的項目清不用造拝)

2.信息牧集和管理的方法

4.径菅廿刻的制作方法

6. 生戸作~的管理方法

8.芳多管理方法

10.加工的技木和方法

12.r告和宣侍方法

14.税条和芳劫保隆，葬老保隆的知明、

16.市場和消費需求調査方法

18.人向美系学，人間交隠学的方法

20.行功科学和心理学的知涙
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3.岡絡的活用方法

5. 企~化経膏和径菅担叙机拘的改造

7.栽培伺葬技木和管理方法

9.原量管理的技木和方法

11.苦情知涙

13.財寿会廿管理方法

15.姪膏和食品安全知涙

17.商品弄友技木和方法

19.経済学和社会学的知涙

21.其他 (i青具体写上



第 13 阿.対子接班人以外的以~人員，提高知明、和技能的対策和遊行的指専，符合的項目清全部画O(多項浩

拝)

1. 通辻日常止条遊行指辱

2. 通辻派遣，暫吋寓弄日常工作，姶与寺n的学三3机会

3. 招鴨指専人員到径菅内，向A人~人民侍授寺汀的技木和知t只

4. 派A人~人員参加各神研修会和考察活功

5. 釈板支持品~人員自友提高止条和技求

6. 対子取得特殊資格的~)..~人員友捨特殊津貼

7. 不遊行特殊的指辱

第 14 向.対子衣~A人~人員(包括接班人)的能力弄友和人才培育，符合的項目清全部画O(多項逸拝)

1.非常釈板弄友和培育

3.一般的弄友和培育

5.没有必要弄友和培育

2.釈板的弄友和培育

4.凡乎不遊行特殊的芽友和培育

6.対子此項伺題不理解或不知道;匡梓汗友和培育

第 15 阿.対子衣~M~人員(包括接班人)的能力汗友和人才培育方面存在的阿題，符合的項目清全部画O(多

項迭拝)

1. 没有向題

2. 遊行能力弄友和人才培育方面没有吋問

3. 遊行能力弄友和人才培育方面没有資金

4. 遊行能力汗友和人才培育方面没有可以腔任作方指辱的人

5. 不知道什仏机美和部打可以避行指辱

6. 不知道指辱方法

7. 没有値得遊行能力弄友和人才培育的M~人員(包括接班人)

8. 担心培弄后立即特取

9. 現在的工作当中没有能力弄友和人才培育的必要

第 16阿. 現在，術作方径菅者想、要学三3和道修的方面，符合的項目i青全部画O(多項造拝)

1.衣~政策的変化和全国衣~的友展

3.制定目括和哉略廿刻

5.栽培，伺非，生芹管理

7;梢嘗和菅備管理

9.商品差別化，品牌化，弄友新商品

2.全国和世界経務的趨勢

4.算措径菅資金，机械設各和芳功力

6.A人~人民的人才汗友和培育后接者

8.財条和会廿管理

10.径菅成長的管理方法

第 17阿.在佑的径菅当中，正在遊行的経菅活劫，符合的項目清全部画O(多項造捧)

1.制定井実施工作肘向和休息日

3.対子径菅者按月付拾工資

5.加入芳劫保隆

7.毎天的生F和工作珪行商量

9. 姶与全部衣~M~人員研修的机会

2. 対子衣~A人~人員按月付姶工資

4.制定井実施工作責任制和工資友放訴准

6.加入非老保隆

8. 制定井実施衣~生戸廿却l

10.制定向位責任制，明硝責任和枝限
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謝辞

私は 1988年 7月，吉林財貿学院(現在，吉林財経大学)経済貿易部本科を卒業し，輸

入輸出会社に計理関係の担当者として勤めた。

2004年 3月に富士大学の准教授である雀粛京先生の招待で，日本に留学することができ

た。富士大学大学院修士課程から岩手大学大学院連合農学研究科の博士課程を修了するま

での 8年間の研究生活を熱心にサポートして下さった方々がたくさんいた。この場を借り

て感謝の意を申し上げたい。

まず，富士大学の准教授の雇粛京先生に心より感謝する。雀粛京先生は私が富士大学大

学院に留学する時の招待教員であり，富士大学大学院修士課程在学中の 3年聞はもちろん，

修士課程修了後も，終始あらゆる場面でお世話になった。 8年間の長いお付き合いで「良

き先生，良き友人Jとも言える雀粛京先生に心より深く感謝する。そのおかげで日本では

良き先生の指導を頂き，良き友人ができた。

2007年 3月，富士大学大学院修士課程を卒業して岩手大学大学院連合農学研究科の木村

伸男先生の農業経済学研究室の博士課程に入り， i日本農業経営の後継者育成jをテーマと

して研究することになった。木村伸男先生には研究方法，データ分析の仕方，論文の書き

方を含み，学問の在るべき姿勢のご指導を頂いた。学問の世界に導いて下さった木村伸男

先生に心より感謝の意を表したい。木村伸男先生のご指導による研究成果として，以下の

論文を東北農業経済学会に投稿し，発表した。

「農業経営における後継者育成の積極性と育成実態」

楊秀玉・木村伸男 (2010年) W東北農業経済研究』 第 28巻第2号

2009年の秋，木村伸男先生退官後，山形大学農学部の地域計画学研究室の小沢亙先生が

私に手を差し伸ばして下さり，山形大学に移り研究生活を継続させることになった。途中

であった研究テーマを継続に研究する一方，中日比較にも拡張させることになった。中国

吉林省に現地調査のサポート，調査データの処理方法，論文の論理と書き方，パソコンと

英文訳文のご指導L 精神的かつ学問的に多大な支援を頂き，大変お世話になった。特に

論文原稿を書き終えてから，全文を通読され，私の未熟な日本語を丁寧に直して下さった。
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終始支えて下さったJ恩師小沢亙先生に深く感謝の意を表したい。小沢亙先生のご指導によ

る研究成果として，次の論文を学会に投稿し，発表した。

① 「中国の農企業における経営者能力と後継者育成との関係一能力別比較と中日比較

によるー」

楊秀玉・小沢亙・奈立明 (2011年) W2011年日本農業経済研究論文集』

② 「中国農業関連企営における後継者育成に関する考察一吉林省の2社を対象とする

事例研究，-J

楊秀玉・小沢亙 (2012年) W農村経済研究』第 30巻第 1号

これまでの研究生活を含み，幅の広い面で、お世話になった副指導教員の比屋根哲先生に

厚く御礼申し上げる。木村伸男先生退官後，精神的に一番苦しい時期に，比屋根哲先生が

親身に相談にのって頂き，解決して下さった。論文審査にあたり，日本語の訂正や有益な

コメントを下さった。心の支えとなった比屋根哲先生に改めて感謝の意を表したい。

また副指導教員である山形大学の家串哲生先生には，学位審査の副査として学位論文の

作成に丁寧な御指導と貴重なコメントを下さり，心より感謝の意を表したい。

帯広畜産大学の樋口昭則先生には，学位審査の副査として学位論文の作成に日本語の訂

正と貴重なコメントを下さり，心より感謝の意を表したい。

本論文の問題意識とアイディアの大部分は，中国農企業への現地調査から得たものであ

る。中国の現地調査の際，大変お世話になった方々に感謝する。楽立明氏(吉林農業科技

学院 教授・院長)，閏玲玲氏(吉林農業科技学院・国際交流センター・課長)，張越傑氏

(吉林農業大学・教授，国際交流センター・処長)，廉吉漢氏(圏伯市財政局・局長)など

にも厚く御礼を申し上げる。

学位論文に向けて貴重な情報を提供して下さった吉林東福米業有限会社と圏伯市延迫特

産実業有限会社に感謝を申し上げる。

常日頃から良き相談相手として多大な励ましを頂いていた親密な友人の安英氏(岩手大
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学農学部・講師)に心より感謝の意を表したい。また，お互いに助け合った親密な友人の

徐葎氏(岩手大学大学院連合農学研究科・博士課程学生)に感謝を申し上げる。このよう

な親しい仲間に恵まれ，その時の生活が懐かしく思い出される。

岩手大学農業経済学研究室の皆様と山形大学地域計画学研究室の皆様には学位論文に向

けて助言と心遣いを頂き，感謝の意を表したい。

最後に，何時と何処においても心の支えになり，温かく見守ってくれる父と母に心より

感謝する。特に長年にわたり別居生活を許してくれる夫の李柿と独子の息子には，大変ご

苦労をかけて，感謝の念に耐えない。

これまで協力して下さる良き先生と良き友人に改めて御礼を申し上げる。これからも人

生の歩む道には良き先生と出会い，良き友人ができることを祈る次第である。

2012年 1月28日

山形大学農学部地域計画学研究室にて

楊秀玉
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